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1 序論 

1.1 研究の背景 
1.1.1 コンクリートの製造・運搬時の問題点と現状の対応 
従来，土木構造物に用いるコンクリートのスランプは 8 cm が標準であった．これは，1967

年（昭和 42 年）制定の土木学会コンクリート標準示方書で目安として示されたスランプ 5

～12.5 cm の平均値に由来する 1)．当時はコンクリート用化学混和剤が普及しておらず，ス

ランプは水やセメントの単位量で調整せざるを得なかったため，流動性の低いコンクリー

トが流動性の高いコンクリートよりも品質に優れるとの認識があった．この考え方は，土木

技術者の間で化学混和剤が普及した今日まで受け継がれてきたといえる． 

1995 年 1 月 17 日に阪神・淡路大震災を引き起こした兵庫県南部地震以降，各機関の耐震

基準が改訂され 2)，土木構造物ではせん断補強鉄筋や中間帯鉄筋等の量が増大した．また，

コンクリートの高強度化に伴う断面の縮小や複雑な形状の構造物の増加等も相まって，コ

ンクリートの充填不足等の品質不具合や現場打ちコンクリートの生産性の低下が懸念され

ていた．そこで，構造物に応じて適切なスランプを選定することを目的に，2007 年に「施

工性能に基づくコンクリートの配合設計・施工指針（案）」3) やコンクリート標準示方書［施

工編］において「打込みの最小スランプ」が提示された．しかしながら，発注者によってス

ランプ 8 cm と定められた仕様を施工者が 12cm や 15cm 等へ変更するのは容易ではなく，

依然としてスランプ 8 cm のコンクリートが使用されてきた．そのため，施工者がコンクリ

ート製造者に対して「スランプの上限要求」なる不思議な慣習が後を絶たなかった 4)． 

そして近年の i-Construction に代表される生産性向上への機運の高まりを受けて，ようや

く現場打ちコンクリートについても変革の時が訪れた．2017 年 3 月には，流動性を高めた

コンクリートの活用検討委員会によって「流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に

関するガイドライン」1)（以下，ガイドラインという）が策定された．2017 年 4 月には，国

土交通省大臣官房技術調査課から各地方整備局等に対し，ガイドラインを基本として，鉄筋

コンクリート構造物においては，スランプ値は 12 cm とすることを標準とし，コンクリート

標準示方書［施工編］の「最小スランプの目安」等に基づき変更が必要と認められる場合は

設計変更の対象とする通知が発出された 5)．これに従い，今後は従来よりも流動性の高いコ

ンクリートの使用が進み，充填性や生産性が向上するものと期待される． 

一方で，ガイドラインでは，流動性を高めたコンクリートを製造する際に想定される不適

切な配合として，材料分離抵抗性を得るための検討を適切に行わず，単純にコンクリートの

単位水量を増やしたり，化学混和剤の使用量を不適切に増加させたりしてスランプを増大

させると，コンクリート中のセメントペーストの粘性が不足し，運搬や打込み等の作業中に

材料分離が生じるおそれがある 1)としている．この問題に対してガイドラインでは，材料分

離抵抗性に劣るものを見分ける手法として，スランプ試験中の試料形状の観察，ブリーディ

ング試験，および簡易ブリーディング試験が紹介されている．また，スランプが 5～15 cm

の範囲のコンクリートを対象として，スランプ試験後の試料に木槌でスランプ板を叩くこ
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とで振動を与え，コンクリート試料上面の円形縁の有無を確認する方法 6), 7)も考案されてい

る．しかしながら，いずれの試験方法も材料分離抵抗性を評価するものであり，材料分離の

有無あるいはその程度を評価する方法ではない．また，コンクリートの荷卸し時にアジテー

タ車の排出シュートを流動する様子を目視観察して材料分離抵抗性あるいは材料分離の有

無を評価する場合もあるが，経験に基づく定性的な評価であり，評価者の熟練度によって評

価のばらつきは大きい． 

 

1.1.2 コンクリート打込み時の問題点と現状の対応 
一般に，鉄筋コンクリート構造物のコンクリート打込み時は，圧送ホースを鉄筋に当たら

ないように型枠内へ挿入し，吐出口からの自由落下高さを 1.5 m 以下 8)としている．ところ

が，1.1.1 項で述べたように兵庫県南部地震以降，土木構造物では鉄筋量が増大し，圧送ホ

ースの挿入さえ難しい場合がある．そのため，型枠内へコンクリートを投入する際，写真-

1.1 のように一時的に一部の鉄筋を片側に寄せて圧送ホースの挿入スペースを確保してい

る．しかしながら，人が入れない下方では圧送ホースが十分に挿入できず，コンクリートが

自由落下したときに鉄筋に衝突して材料分離を引き起こす場合がある．また，過密な鉄筋配

置によりコンクリートの流動が阻害され，かぶり側にコンクリートが十分に行き渡らずに

空洞や豆板が生じる場合がある． 

さらに，型枠内でコンクリートが流動する際，材料分離が生じている懸念がある．鉄筋コ

ンクリート構造物においては，打ち込んだコンクリートは型枠内で横移動させてはならな

い 8)，または型枠内で分離が生じやすくなる横流しをできるだけ避け目的の位置に近づけて

打ち込む 9)としているが，土木・建築系施工管理者等へのアンケート結果によれば，コンク

リート圧送ホース吐出口の移動距離はスランプ 18 cm のとき，0～5 m（土木系施工管理者）

または 5～10 m（建築系施工管理者）との回答が最も多かった 10)．また，棒状バイブレータ

を用いた締固め時間の目安は一般には 1 箇所あたり 5～15 秒 8)とされているが，次々に打ち

込まれるコンクリートに対し適切な締固め時間を判断するのは難しく，熟練工の経験に頼

るところが大きい．締固め不足は豆板の発生，過度な締固めは粗骨材の沈降等を引き起こす．

型枠内へ打ち込まれたコンクリートは，その品質について目視による定性的な評価しかで

きず，仮に材料分離が生じていたとしても見過ごされる可能性がある．型枠の取外し後に目

視で容易に見つけられる豆板等の品質不具合が発生しない限り事後の処置はほとんど行わ

れない． 

これらの鉄筋コンクリート構造物の施工に関する問題に対して一般的に行われる対策は，

前述の写真-1.1 の圧送ホース挿入口の設置，写真-1.2 の棒状バイブレータにカラーテープ

を巻いて挿入深さを管理する方法，写真-1.3 の型枠バイブレータの使用等である．写真-1.4

に示す透明型枠を使用し目視による定性的な評価を容易にする工夫が実施される事例があ

るが，高コストとなることから限定的な採用になっている．また，コンクリートの充填・締

固めを検知するセンサを鉄筋等に設置して打込み時にモニタリングする事例がある．充填

を検知するセンサには，電極間の放電過程の変化を利用する方法 11)，ケーブル間の静電容
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量の変化を利用する方法 12)，およびダイオード端子間の光検出を利用する方法 13) 等がある．

充填および締固め双方を検知するセンサには，圧電セラミックス製の振動デバイスを利用

する方法 14) がある．しかしながら，ケーブル状のセンサを除きこれらのセンサは数 mm～

数 cm の大きさがあるため，鉄筋コンクリート構造物では断面欠損となることや型枠に設置

するとセンサとケーブルがコンクリート表面に露出するといった問題があった．いずれに

せよ，材料分離は評価できない． 

 

 

写真-1.1 圧送ホース挿入口 写真-1.2 棒状バイブレータへのマーキング 

 

 

写真-1.3 型枠バイブレータの使用 

 

写真-1.4 透明型枠 
 

山岳トンネルの覆工コンクリートは，図-1.1 の施工手順で，掘削したトンネル坑内に鋼製

支保工，吹付けコンクリート，および防水シートを順次施工後，図-1.2 のセントル（アーチ

状移動式型枠）を所定の位置に設置し，防水シートとセントル面板の間にコンクリートを打

ち込んで構築する．写真-1.5 に覆工コンクリート施工状況を示す． 

側壁および肩部においては，セントルに設けられた写真-1.6 の検査窓を利用し，写真-1.7

の側壁部打込み状況に示すように狭隘な施工条件であるものの鉄筋コンクリート構造物と

同様に目視で状況を確認しながら打込みおよび締固めを行う．一方，天端部（アーチ部）で

は，検査窓を閉じて写真-1.8 に示す吹上げ口（原則として既設側の 1 箇所のみを使用）から

圧入するため，打ち込まれるコンクリートの状態を目視確認できない中で，最長で吹上げ口

から妻型枠までの約 10 m を流動させるという特殊な施工となる． 

一時的な圧送ホース挿入口 

仮押さえ 
スペーサ 

マーキング 
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このような天端部の施工条件では，第一に材料分離が懸念される．そのため，模擬型枠を

用いた品質確認試験や品質向上対策の検討が行われた事例 15), 16)，連続式 RI（ラジオアイソ

トープ）法 17) により打ち込まれるコンクリートの単位水量を全量測定した事例があるが，

型枠内に打ち込まれたコンクリートの材料分離を評価する方法は存在しない． 

 

 

図-1.1 山岳トンネルの施工手順 
 

 

図-1.2 セントル（アーチ状移動式型枠）の構造 

掘削
（発破または機械）

鋼製支保工組立
（アーチ形状のH形鋼）

＋
コンクリート吹付け

防水シート敷設

セントル

吹上げ方式
による打込み

側壁部

肩部

天端部

検査窓を利用
した打込み

検査窓
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写真-1.5 覆工コンクリート施工状況 

 

写真-1.6 検査窓 
 

 
写真-1.7 側壁部打込み状況 

 

写真-1.8 吹上げ口 

 

 

写真-1.9 ブリーディング水の流出状況 

 

写真-1.10 天端引抜バイブレータ 
  

ブリーディング水の流出 天端引抜バイブレータ 
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第二に不可視部での打込みのため充填と締固め完了の確認ができず，天端部背面に空洞

発生，ブリーディング水の巻込みによる脆弱部の形成，コールドジョイントの発生等が懸念

される．天端部の充填完了はコンクリートの予定数量と実施数量の比較，写真-1.9 に示す妻

型枠（通常，木矢板）隙間からのブリーディング水やモルタルの流出程度等から判断してい

る．なお，ブリーディング水の排出対策として，妻型枠に穴開き型枠を使用する場合がある．

天端部の締固めは，写真-1.10 の天端引抜式バイブレータ（あらかじめ天端部に水平に設置

し，充填後に加振しながら電動で引き抜くバイブレータ）等の天端部に特化した特殊バイブ

レータを用いる事例が増えているが，所定のスピードで引き抜く等の対応にならざるを得

ず，十分な振動が覆工コンクリート天端部背面まで伝播したか否かは確認できない． 

このような背景から，材料分離には対応できないものの天端部の施工時にコンクリート

の充填・締固めを検知するセンサが利用される事例が多くなっている．対象となるセンサは

鉄筋コンクリート構造物に用いられるセンサと同様であるが，主に充填管理にケーブル間

の静電容量の変化を利用する方法 12) または照度を利用する方法 18)，充填・締固め管理に圧

電セラミックス製の振動デバイスを利用する方法 14) 等が用いられている．しかしながら，

打上がり高さまたは特定点の充填・締固めの評価であり，天端部の打込みスパン全長（例え

ば，10.5 m）を監視するには，天端部の防水シートに多数のセンサを線状または面状に設置

する必要があった．さらに，センサから分析機器まで信号を送るためのケーブルを並列多重

に配線・固定する煩雑な作業が必要となる等の問題もあった．このため，天端部の打込みス

パン全長を監視するようなセンサ配置は行われていないのが実情である． 

 

1.2 研究の目的 
表-1.1 に 1.1 節で述べた問題点と現状の対応を整理した．1.1.1 項では，従来よりも流動性

を高めたコンクリートの使用が進むことが期待される中で，不適切な配合によって運搬等

の作業中に材料分離が生じるおそれがあるが，材料分離を評価する方法がない現状を述べ

た．1.1.2 項では，コンクリート打込み時の問題点として，鉄筋コンクリート構造物におい

てはコンクリート投入時の鉄筋との衝突による材料分離，過密な鉄筋配置に起因したかぶ

り側へのコンクリートの回り込み不足による空洞や豆板，およびコンクリート流動時の材

料分離の発生が懸念されるものの，センサによるモニタリングは限定的で材料分離を評価

できない現状を述べた．また，覆工コンクリート天端部の打込みは目視確認が困難かつ約 10 

m の流動となるため，材料分離，空洞，脆弱部形成，コールドジョイント等の発生が懸念さ

れ，センサを用いてモニタリングする事例が増えているが局所的な対応であり材料分離を

評価できない現状を述べた． 

本研究の目的は，これらの問題に対して，活用が進みつつあるセンサを用いたモニタリン

グに着目し，材料分離程度を可視化する方法を確立するとともに従来の充填・締固め検知セ

ンサの課題を解決し，あらゆるコンクリート構造物におけるコンクリート施工時の品質モ

ニタリング方法を提示することである．そこで，従来の充填・締固め検知センサ，イオン伝

導体の電気伝導率測定方法，実構造物に適用可能な養生終了時期判定手法 19) 等を参考に，
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フレッシュコンクリートの材料分離，充填，締固めを評価するための品質特性として電気的

特性に着目して研究を進めることとした． 

 

表-1.1 問題点と現状の対応 

種
別 製造・運搬 

打込み 

鉄筋コンクリート構造物 覆工コンクリート天端部 

問
題
点 

 単位水量の増大

や化学混和剤の

不適切使用に起

因した材料分離 

 横移動によるモルタルの先

流れ 

 鉄筋との衝突による粗骨材

の飛散 

 締固め不足による豆板発生 

 過度な締固めによる粗骨材

の沈降 

 約 10m の流動による材料

分離 

 不可視部での充填不良（空

洞発生） 

 多量のブリーディング水

の巻込みによる脆弱部形

成 

現
状
の
対
応 

 試し練りで分離

状態の目視判定

やタンピング試

験等の定性的な

評価 

 荷卸し時のシュ

ートを流れるコ

ンクリートの目

視確認 

 目視による材料分離の定性

的な評価 

 圧送ホース挿入口の設置 

 透明型枠の使用 

 棒状バイブレータへのマー

キング 

 型枠バイブレータの使用 

 鉄筋にモニタリングセンサ

の設置 

 材料分離の評価方法なし 

 連続式 RI コンクリート水

分計の使用 

 妻型枠に穴開き型枠の使

用 

 防水シート天端にモニタ

リングセンサの設置 

 

1.3 本論文の構成 
図-1.3 に本論文の構成を示す．各章の記述内容は次のとおりである． 

「1 序論」では，研究の背景としてコンクリートの製造・運搬時の問題点，鉄筋コンク

リート構造物と山岳トンネルの覆工コンクリート天端部の打込み時における問題点を提起

し，研究の目的がフレッシュコンクリートの材料分離，充填，締固めを評価する品質モニタ

リング方法を提示することであるとした． 

「2 既往の研究」では，フレッシュコンクリートのモニタリングセンサ，均質なコンク

リートの電気的特性，不均質なコンクリートの電気的特性，コンクリートの電気的特性の変

化，および電極条件について，既往の研究の調査結果を取りまとめた．そして，材料分離と

充填を評価するのに適した電気的特性として，交流電源を用いて測定されるインピーダン

スを選定した．また，締固め程度を評価する方法として，圧電材料を検討することとした． 

「3 コンクリートのインピーダンスに及ぼす影響因子とその影響度」では，様々な配合

を用いて，材料分離と充填を評価するための電気的特性として 2 章で選定したインピーダ

ンスを測定し，インピーダンスが変化する要因を調査・分析した．その結果，最も影響度の
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大きい影響因子を特定した．さらに，コンクリートの配合から求められる 2 種類の影響因子

を考慮した関係式によって，影響度の低い影響因子に起因したわずかなインピーダンス変

化を説明できることを明らかにした． 

「4 建設現場への適用を考慮した電極間隔と電極面積」では，電極間隔と電極面積がイ

ンピーダンスへ及ぼす影響を調査・分析し，建設現場での測定に適した電極間隔と電極面積

の条件を提示した． 

「5 実構造物モニタリング手法の考案」では，建設現場で使用するセンサを開発するに

あたり，その方向性を設定した．そして，2 種類の検知原理を採用したプロトタイプを用い

て，様々な配合を対象に試験を行いその性能を確認した．さらに，室内試験により均質性評

価の実現可能性の確認，温度と経過時間の影響調査を実施した．最後に，建設現場において

モニタリングに適したセンサとして，パッチ型センサとシート状センサと点電極センサを

考案した． 

「6 実構造物への適用性確認試験」では，5 章で考案したシート状センサを壁状鉄筋コ

ンクリート構造物と覆工コンクリート天端部のコンクリート打込み時に適用し，材料分離

等の評価が実現可能であることを示すとともに，建設現場へ適用するときの改善点や留意

点を明らかにした． 

「7 建設現場における品質モニタリングシステム」では，建設現場における品質モニタ

リング手法を提示した．5 章で開発したセンサを用いてあらかじめ実施するレディーミクス

トコンクリート工場での測定，打込み当日に実施する荷卸し場所と圧送ホース吐出口にお

ける測定，打込み場所における連続測定から成る品質モニタリングを実施し，実施工をシミ

ュレーションした． 

「8 結論」では，各章の成果を取りまとめるとともに，本研究で考案した品質モニタリ

ングシステムの適用範囲を示した．さらに，今後の展開としてより合理的な方法への転換，

適用可能なコンクリート種類の拡大，長距離圧送時の圧送管内の材料分離程度の推定への

抱負を述べた． 
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図-1.3 本論文の構成 

  

1 序論 

2 既往の研究 
 

3 コンクリートのインピーダンス
に及ぼす影響因子とその影響度 

4 建設現場への適用を考慮
した電極間隔と電極面積 

7 建設現場における品質モニタリングシステム 

8 結論 

2.3 均質なコンクリー
トの電気的特性 

（材料・配合） 

2.5 コンクリートの電
気的特性の変化 

（温度，経過時間） 

2.4 不均質なコンクリ
ートの電気的特性 

（締固め） 

2.6 電極条件 
（電極配置とその
他の条件の関係） 

 

5 実構造物モニタリング手法の考案 
 
 
 
 

2.2 フレッシュコンクリートのモニタリングセンサ 
（電気抵抗センサ，電圧印可センサ，静電容量センサ，光学センサ，振動センサ） 

3.3 電流媒体の検討 

3.2 測定条件 

4.3 電極面積の影響 

4.2 電極間隔の影響 

4.4 電極間隔と電極
面積の関係 

7.1 品質モニタリング手法 7.3 実施工シミュレーション 

6 実構造物への適用性確認試験 

6.2 壁状鉄筋コンクリート構造物 6.3 覆工コンクリート天端部 

3.5 均質性評価理論 

3.4 骨材の混和による影響検討 

5.4 プロトタイプの試作 

5.3 検知原理 5.5 適用部位に応じたセンサ開発 
（パッチ型センサ，シート状センサ，点電極センサ） 

7.2 建設現場の概要 

5.2 センサ開発の方向性 
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2 既往の研究 

2.1 はじめに 
第一に，様々なコンクリート構造物を対象に，コンクリートの運搬時の材料分離，打込み

時の充填，打上がり高さ，および締固めをモニタリングする様々なセンサについて，検出信

号の種類，構造，センサ形態等を調査した．この調査結果をもとに，鉄筋コンクリート構造

物と覆工コンクリート天端部に最適なモニタリング方法を考案するにあたって，基本とな

る電気的特性の種類やセンサ形態等の検討の参考とした． 

第二に，均質なコンクリートの電気的特性として，フレッシュコンクリートの電気的特性

に及ぼす影響因子とその影響度に関する既往の研究を調査した．コンクリートは，セメント，

水，細骨材，粗骨材および化学混和剤等で構成される複合材料であり，セメントだけでも普

通ポルトランドセメント，早強ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメントおよび高

炉セメント等，多くの種類が使われている．これらを組み合わせたコンクリートの配合には，

水セメント比，単位水量，細骨材率および化学混和剤添加率等，電気的特性に及ぼすと考え

られる多くの影響因子が存在する．しかし，未だ影響因子とその影響度は明らかになってい

ない．表-2.1 は考え得る影響因子と既往の研究の関係であり，本研究で検討すべき影響因子

を整理したものである． 

第三に，不均質なコンクリートの電気的特性として，打込みや締固めの影響により粗骨材

分布が変化，すなわち材料分離したときの電気的特性に及ぼす影響について既往の研究を

調査した．今後，前述の材料・配合が電気的特性に及ぼす影響を解明できれば，材料分離は

所定の計画配合から粗骨材の多いあるいは少ない配合への変動と捉え，電気的特性に基づ

くモニタリングの実現可能性が高まる． 

第四に，コンクリートの電気的特性の変化として，温度と経過時間の影響について既往の

研究を調査した．コンクリートは季節によって温度が変化し 1)，コンクリートの電気的特性

に影響を及ぼす．金属の電気抵抗は温度の上昇に伴って大きくなる 2)．一方，水溶液の電気

伝導率（溶液の電気の伝わりやすさ，溶液の電気抵抗の逆数）は水温が高くなるとその値は

大きくなる 3)．同じ導体でも金属と水溶液では電気抵抗と温度の関係が逆となる．フレッシ

ュコンクリートは水溶液と同様の電気抵抗の変化が想定され，温度補正の必要性について

検討する必要がある．また，セメントと水の接水からの経過時間についても既往の研究を調

査した．コンクリートの製造時，セメントに水が加えられるとセメントからイオンが溶出し，

時間の経過とともにその量が増大する．レディーミクストコンクリート工場から建設現場

までの運搬時間は，建設現場の位置や周辺の交通事情等の様々な条件によって変動する．黒

田ら 4)は都市部に立地する 5 つの建設現場からデリバリーシートを入手し，レディーミクス

トコンクリートの運搬時間の目安を試算した．練混ぜから打込み終了までの限度が 120 分

のとき，運搬時間の平均値の目安は約 62 分，最小値の目安は約 46 分であった．練混ぜから

打込み終了までの限度が 90 分のとき，運搬時間の平均値の目安は 42 分，最小値の目安は

約 31 分であった．この目安時間は限定的な調査例ではあるものの，これを参考にすれば，
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建設現場に到着したコンクリートは，接水から 30～60 分程度経過している場合が多いと考

えられる．また，練混ぜから打終わりまでの時間は，外気温が 25 ℃以下のときで 2 時間以

内，25 ℃を超えるときで 1.5 時間以内を標準としている 5)．したがって，建設現場での荷卸

し時の経過時間 30～60 分程度から，打終わりの限度の経過時間 120 分までがとくに重要な

時間帯である．そこで，この時間帯における電気的特性の変動に関する情報を整理した． 

最後に，電極条件の影響について，電極配置と測定ケーブル接続方法，電極配置と鉄筋の

影響を調査し，建設現場において電気的特性をモニタリングするときの電極形状・配置の参

考とした． 

 

表-2.1 影響因子に関する調査対象 
分類 影響因子 

均質なコンクリートの電気的特性 セメントの種類 

水セメント比 

単位水量 

セメントペースト体積 

空気量 

細骨材率 

単位粗骨材量 

化学混和剤添加率 

不均質なコンクリートの電気的特性 締固め 

コンクリートの電気的特性の変化 温度 

経過時間 

電極条件 電極配置と測定ケーブル接続方法 

電極配置と鉄筋 

 

2.2 フレッシュコンクリートのモニタリングセンサ 
2.2.1 電気抵抗センサ 
阿部ら 6)は，形状が複雑で鉄筋や設備関連の埋設物が多い構造物等におけるコンクリート

の充填保証を目的に，電気伝導性を利用した計測法を採用した．燐青銅板を電極として，電

極間に微弱の交流電圧を印可しておき，この電極間にフレッシュコンクリートが触れると

電気回路が形成され電流が流れる仕組みとし，電流の大きさにより充填状況を判定する．ま

た，コンクリート打込み時に検知部分が不導体である空気から導体であるブリーディング

水，コンクリート等に置き換わる際の抵抗値の変化から充填状況を判定する．実験により，

周波数は 900 Hz，電圧は 7 Vrms とした．特徴的な工夫は，図-2.1 のとおり，検知ポイント

に計測センサ，その近傍で確実に良質なコンクリートを検出できる位置に校正センサを設

置する 2 センサ方式を採用していることにある．充填状況は校正センサによる抵抗値の経

時変化（空気→ブリーディング水→コンクリート）と計測センサでの抵抗値の経時変化を相
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対比較することにより確認するとしている． 

 

 
図-2.1 システム概要 6) 

 

中山ら 7) は，管内を流れるフレッシュコンクリートの圧送性能をポンプ圧送現場で定量

的に計測することを目的に，コンクリートの電気抵抗測定システムを提案した．図-2.2 に示

す圧送実験装置を用いて，圧送中における粗骨材とモルタルの容積比とコンクリートの電

気抵抗には強い相関性が認められたが，管内流動状況は直接目視できるわけではなく，計測

されている電気抵抗のメカニズムも明らかでない．そこで，FEM による電気伝導シミュレ

ーションを行い，粗骨材とモルタルの容積比と電気抵抗性の関係をシミュレートできるこ

と等を報告している． 

 

 
図-2.2 圧送実験装置 7) 
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2.2.2 電圧印可センサ 
平田ら 8) は，高流動コンクリートや鋼管内充填コンクリート等の普及に伴い，直接目視

でコンクリートの充填状況を確認することが困難な場合を対象に，電圧値から電極間のフ

レッシュコンクリートを識別する方法を考案した．図-2.3 の測定方法でフレッシュコンク

リート中に挿入した電極間に，一定時間だけ低電圧を加えて電極間を充電し，続いて一定時

間が経過した後に電極間に残留した電圧を測定する．この方法により，水，ブリーディング

水，およびコンクリートを容易に識別できる．計測に最適で極力小さい電極の条件は，放電

量制御用抵抗値 2 kΩ，電極長さ 10 mm，幅 10 mm 程度であると報告している． 

 
図-2.3 測定方法 8) 

 

2.2.3 静電容量センサ 
藤倉 9)は，高品質なコンクリート構造物を施工することを目的に，計測センサケーブルの

静電容量の変化からコンクリートの打込み状況を把握するとともに，硬化過程における強

度や含水率の推定を行う手法を提案している．図-2.4 (a)の何も充填されていない状態では

静電容量の合計値は 14 F，(b)のフレッシュコンクリートが約半分打ち込まれた状態で 646 

F，打込み完了後は 1120 F となり，静電容量と打込み高さの関係はおおよそ比例関係である

としている．また，(c)の硬化コンクリートで 840 F となり，低下量は消費，逸散により減少

した水分であるとしている． 

 
図-2.4 計測原理の概要 9) 
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蘇ら 10) は，帯状の長いセンサを型枠（せき板）の内側表面に設置することによって，コ

ンクリートの充填状況に加えて，豆板の発生を検知することを目的に，2 本の長い電極線を

櫛目状に配置した仕様の帯状濡れセンサを考案した．電極間の静電容量を測定し，比誘電率

の変化からフレッシュコンクリート中の水を検知して，センサに接するコンクリートの状

態を計測する．図-2.5 の青線と黒線で示す配線間で静電容量を計測する仕組みである．試験

で用いたセンサ形態は，幅 18 mm，長さ 480 mm，厚み 1.5 mm であった． 

 

 
図-2.5 濡れセンサの概要 10) 

 

2.2.4 光学センサ 
坂井ら 11) は，高流動コンクリートを適用した構造物の品質保証を目的に，図-2.6 に示す

とおり光学式センサと静電容量式センサの 2 種類の埋込み式センサを組み合わせて実構造

物においてコンクリートの充填性を確認した．光学式センサは，発光ダイオード（発光部）

と検出フォトダイオード（検出部）の 2 つの端子が 15 mm の間隔を介して構成されており，

この端子間にコンクリートが充填されると検出部で光が検出されなくなり充填完了の信号

を発する．また，静電容量センサは，検出部が一定間隔を隔てた 2 つの導体（電線）により

構成され，この導体間の静電容量がコンクリートに埋め込まれた部分の高さに比例して増

加することを利用し，コンクリートの打上がり高さを連続的に測定する． 

 

図-2.6 センサ設置状況 11) 
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滝波ら 12) は，山岳トンネルの覆工コンクリート打込み時の高さ管理を目的に，照度セン

サと LED 照明をセントル型枠に埋め込み，コンクリートの有無を照度で判別して可視化す

るセンサを開発した．写真-2.1 の照度センサは CdS（硫化カドミウム）セルと呼ばれるもの

で，光の量に従って電気抵抗値が変化する CdS の性質を利用して，セルに流れる電流の変

化を読み取って照度を検知する．照度センサの横に設置する LED 照明は，自動車のヘッド

ライトにも使用されているハイルーメンバルブを使用し，防水シートに反射した光を照度

センサで検知するのに十分な光量を備えている． 

 

 

写真-2.1 照度センサ（Cds セル）12) 
 

2.2.5 振動センサ 
金子ら 13)，佐野ら 14) は，未充填部が発生しやすい過密配筋や狭隘箇所，充填状況の目視

確認が困難な水中部等の打込みにおいて，充填確認の容易な検査方法を確立することを目

的に，圧電セラミックスで製作した写真-2.2 に示す小型の振動デバイスを開発した．振動デ

バイスに周波数が時間とともに変化してゆく信号を加えて振動デバイスの周波数特性を検

出することによって，振動デバイスに接するものが空気，水，コンクリートのいずれかであ

るのかを判定する．また，振動デバイスに振動加速度計測の電気回路を付加し，振動締固め

時の振動加速度を測定し，振動加速度の大きさと振動締固め時間からコンクリートの密実

性を判別する．この振動デバイスは充填検知だけでなく，締固め検知も可能であることが特

長である． 

 

 
写真-2.2 振動デバイス 14) 
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2.3 均質なコンクリートの電気的特性 
平田ら 8) は，温度の異なる地下水と水道水の出力電圧値から，温度が高くなると出力電

圧値が増加したため，温度が高くなることで水の電気伝導度が増加したと考察している．ま

た，普通ポルトランドセメント，中庸熱ポルトランドセメント，高炉セメント B 種，低熱ポ

ルトランドセメントを用いたコンクリートの出力電圧値を比較した．図-2.7 に示すように

普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートの出力電圧値が最も大きく，低熱ポルト

ランドセメントの場合が最も小さい値を示したことから，水和初期におけるカルシウムイ

オン量等の違いによる影響であると考察している．また，ブリーディング水の出力電圧値は，

セメントの種類にかかわらずコンクリートより大きな値となり，ブリーディング水は単位

容積中のイオン量が多いことが理由として述べられている． 

 

 
図-2.7 セメント種類の違いによる各種材料の出力電圧 8) 

 

Obla ら 15) は，アジテータ車で運搬されたレディーミクストコンクリートの配合を建設現

場において評価する目的で電気抵抗の利用を試みた．測定機器はカナダ Giatec 社製の

SmartBox（交流インピーダンス法，測定周波数 10 kHz，ワイヤレスデータ転送）を使用し

た．ここで，SmartBox はフレッシュコンクリートの含水量モニタリング，コンクリートの

凝結・硬化時間の予測，養生時間の管理等に使用される測定機器として既に我が国でも導

入・使用されている．写真-2.3 は SmartBox とフレッシュコンクリートの電気抵抗を測定す

る装置全体である．円柱供試体（φ100 mm×200 mm）にフレッシュコンクリートを詰め込

み，電極棒 2 極を挿入し，測定電圧と印可電流から電気抵抗を計算する．図-2.8 の水セメン

ト比とフレッシュコンクリートの電気抵抗の関係のとおり，フレッシュコンクリートの電

気抵抗は，基本的に水セメント比と相関がないと報告している．図-2.9 は，電気伝導率（電

気抵抗の逆数）と単位体積あたりのセメント，水，セメントペースト体積の関係である．こ

の測定結果やほかの検討結果から判断して，測定されたフレッシュコンクリートの電気抵

抗はセメントペースト量，おそらくはセメントペースト体積で説明できると報告している． 
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写真-2.3 SmartBox と電気抵

抗測定装置 15) 

 

図-2.8 水セメント比とフレッシュコンクリート

の電気抵抗の関係 15) 
 

 
図-2.9 電気伝導率と単位体積あたりのセメント，水，セメントペースト体積の関係 15) 

 

2.4 不均質なコンクリートの電気的特性 
小野ら 16) は，コンクリート打込み直後のコンクリートの型枠内各々の位置における品質

の違いについて，型枠内に付置した電極の電気抵抗を測定しその比抵抗換算値により間接

的な推量を試みた．電気抵抗測定は LCR メータを使用した．正方形断面の柱状型枠（150×

150×820 mm）と長方形断面（250×90×820 mm）の壁状型枠のそれぞれに対向する内面 2

面にステンレス製電極（SUS304，厚さ 0.3 mm，150×60 mm または 50×60 mm）を縦方向

5 段に取り付けた．コンクリートは 5 層に分け突き棒で充填した後，テーブルバイブレータ

で所定時間（30，60，120 秒）の振動を与えた．図-2.10 に示すとおり比抵抗値は下部層が

最も高く上層部になるにつれて低い値となった．各層の洗い試験の結果，下層部～中層部で

粗骨材の占有率が 50～55 %と変化し，セメントペースト量が体積比で 10 %程度と他の部位

に比べ少なかった．比抵抗値に最も影響を及ぼすのは，容積中に占める粗骨材量であり，そ

の次の因子はセメントペースト量であると考察している．以上により，振動締固めコンクリ
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ートにおいて同一型枠内の粗骨材の移動量を電気抵抗においておおむね推定できると報告

している． 

 

 
図-2.10 電極位置と比抵抗の関係 16) 

 

髙木ら 17) は，締固めを必要としない高流動コンクリートを対象に，電気伝導率を測定す

ることにより，材料分離抵抗性を定量的に評価する手法を試行した．測定機器として，電気

伝導率が測定可能な市販の土壌用水分センサを用いた．図-2.11 は，円筒容器（φ100 mm×

200 mm）に水セメント比 40 %のセメントペーストに対し，粗・細骨材を何回かに分けて加

え，その各段階で電気伝導率を測定したときのセメントペースト体積と電気伝導率の関係

である．伝導体であるセメントペーストの体積が減少，すなわち体積中の骨材の量が増加す

ることによって電気伝導率が減少することから，コンクリート内の骨材の動きを電気伝導

率で捉えることができると考え，分離の発生に伴う材料のばらつきを評価した．なお，混和

剤の添加による電気伝導率への影響は軽微であり，実際のコンクリートに使用する程度の

添加量であれば無視できるとしている．上記円筒容器にコンクリートを投入後，棒状バイブ

レータを挿入し，60 秒間振動締固めを行いながら電気伝導率の測定を行った．図-2.12 は代

表的な測定結果である．測定開始時を初期値とした電気伝導率変化率において，容器上部と

下部で異なる傾向を示した．上部は主に空気量，下部では粘性が大きく寄与しているとして

いる．そして，電気伝導率の変化率は材料分離抵抗性の判断材料になるとしている． 
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図-2.11 セメントペースト体積と電気伝導率の関係 17) 
 

 

図-2.12 代表的な電気伝導率測定結果 17) 
 

2.5 コンクリートの電気的特性の変化 
渋谷ら 18) は，導電率から圧縮強度を推定する目的で，雰囲気温度 5 ℃，20 ℃，35 ℃に

おけるコンクリートの導電率の経時変化を測定した．セメントは普通ポルトランドセメン

トと高炉セメント B 種，測定機器は交流 2 電極法の導電率計を用いた．図-2.13 は，普通ポ

ルトランドセメントと高炉セメント B 種における導電率の経時変化である．普通ポルトラ

ンドセメント，高炉セメント B 種ともに雰囲気温度が高いほど，コンクリートの導電率の

ピーク値は大きく，ピーク後の傾きは急になった．また，高炉セメント B 種では，導電率の

ピークとなる時期は雰囲気温度が高いほど早くなったことを報告している． 
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図-2.13 導電率の経時変化 18) 

 

村上ら 19) は，電気伝導率のピークに影響を与える要因を調査することを目的に，単位水

量と水セメント比を変化させた配合とセメント種類を変化させた配合について，電気伝導

率の経時変化を測定した．分離型プローブを付帯するデジタル導電率計（CD-4302）を用い

て，φ10×20 cm の型枠にコンクリートを打ち込んだ後，プローブを上面から一定の高さ（7 

cm）に差し込み，5 分に 1 回の頻度で電気伝導率を測定した． 

図-2.14 は，単位水量を変化させたときの電気伝導率の経時変化を水セメント比毎に示し

たものである．電気伝導率のピークが発生する時間は，水セメント比毎にほぼ等しく（2～

4 時間程度に分布），単位水量が大きくなるほど電気伝導率の値は大きくなるとしている． 

図-2.15 は，単位水量と単位セメント量が一定でセメント種類を変化させた配合を用いて

電気伝導率を測定した結果である．電気伝導率のピーク時間は，早強ポルトランドセメント，

普通ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメントの順で現れた．そして，このピーク

時間は一般に知られているセメント種類の凝結が開始する時間と一致していることを報告

している． 

 

 
図-2.14 電気伝導率の経時変化（水セメント比別）19) 
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図-2.15 電気伝導率の経時変化（セメント種類別）19) 

 

三坂ら 20) は直流四電極法を用いてまだ固まらないセメントペーストの電気抵抗を測定し，

セメント種類，セメント接水後の経過時間等の影響を調査した．図-2.16 に示すように電気

抵抗はセメント種類によって異なるが接水から約 2 時間で最小値を示したことから，C3S 等

の水への反応溶解に影響を受け，Ca2+等のイオン濃度が高くなったと考察している． 

 

図-2.16 電気抵抗値と材齢の関係 20) 
 

2.6 電極条件 
2.6.1 電極配置と測定ケーブル接続方法の影響 
水畑ら 21) は，試料に対する電極の配置として 2 端子法と 4 端子法があり，2 端子法では，

電流を流す電流端子と電圧を測定する電圧端子の役割を一つの電極が兼ねているため，電

極における分極の影響を完全に除去することはできないものの，セル・電極の構造を単純に

することができるため，交流を用いた測定法の発達と共に広く普及していると報告してい

る．また，4 端子法では，電流端子と電圧端子とが分離され，電圧端子には高インピーダン

スの電圧測定装置が接続されるため，電圧端子に流れる電流はごくわずかであり，電極にお

ける分極の影響をほとんど無視できるとしている．表-2.2 に 2 端子法と 4 端子法の比較を

整理している． 
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表-2.2 2 端子法と 4 端子法の比較 21) 

 
 

インピーダンス測定には，インピーダンスアナライザや LCR メータが用いられている．

一般的には 6 つのインピーダンス測定方法が用いられており，ブリッジ法，共振法，I-V 法，

RF I-V 法，ネットワーク解析法，自動平衡ブリッジ法である．適用する周波数範囲によって

使い分けられている 22)．ここでは，最近のインピーダンス測定器に広く使われている自動

平衡ブリッジ法で被測定試料（以下，DUT：Device Under Test という）のインピーダンスを

測定する場合の測定ケーブルの接続方法を整理する． 

表-2.3 に測定ケーブルの接続方法を示す．2 端子法は最も簡易的な接続方法であるが，導

線インダクタンス，導線抵抗，および 2 つの導線間の浮遊容量等の測定誤差要因が大きい．

3 端子法は同軸ケーブルを採用して浮遊容量の影響を減らしているが，低インピーダンス測

定範囲は改善されない．4 端子法は測定器の信号電流ケーブルと電圧検出ケーブルが独立し

ているため測定ケーブルの残留インピーダンスの影響を減らしているが，導線間の浮遊容

量の影響が残り，高インピーダンス測定範囲が制限される．5 端子法は 3 端子法と 4 端子法

を組み合わせたもので，測定範囲を広げているが，ケーブル間の誘導結合の問題が残る．4

端子対法は測定ケーブルの内部導体を流れる電流とシールド導体を流れる電流が同じ大き

さで逆向きに流れるので，内部導体の電流が発生する磁界をシールド導体の電流による磁

界で打ち消す．したがって，測定ケーブルの外に磁界が発生しないので，電圧検出ケーブル

と信号電流ケーブルとの誘導結合がない．これにより，低インピーダンス測定範囲を 1 Ω以

下まで拡大できる 22)． 
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表-2.3 測定ケーブルの接続方法 22), 23) 
接続方法 回路構成 特徴 

2 端子法 

 

 最も簡易的な接続方法 

 導線インダクタンス，導線抵抗，2 つの導

線間の浮遊容量を含む． 

 100 Ω＜ZDUT＜10 kΩ 

 
3 端子法 

 

 同軸ケーブルを採用 

 低インピーダンス測定範囲は測定ケーブ

ルの残留インピーダンスが存在 

 

4 端子法 

 

 信号電流と電圧検出のケーブルが独立 

 導線間の浮遊容量により，高インピーダン

ス測定範囲は制限される． 

 ZDUT が非常に低い場合は大きな信号電流

が流れ，電圧検出ケーブルとの誘導結合で

測定誤差が生じる． 

 10 mΩ＜ZDUT＜10 kΩ 

 
5 端子法 

 

 3 端子法と 4 端子法の組合せ 

 4 本の同軸ケーブル 

 ケーブル間の誘導結合の問題が残る． 

 10 mΩ＜ZDUT＜100 MΩ 

 
4 端子対法 

 

 測定ケーブルの内部導体とシールド導体を

流れる電流が同じ大きさで逆向きに流れ，

電圧検出ケーブルと信号電流ケーブルとの

誘導結合が生じない． 

 1 mΩ＜ZDUT＜100 MΩ 
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2.6.2 電極配置と鉄筋の影響 
皆川ら 24) は，硬化コンクリートを対象に，鉄筋が 4 プローブ法による電気抵抗率の測定

結果に及ぼす影響の原因とその程度を実験的に明らかにした．図-2.17 は電気抵抗率比とか

ぶりと電極間隔の比（c/a，c：かぶり，a：電極間隔）の関係である．鉄筋軸方向に対して電

極を並行に設置した場合と直角に設置した場合，逆の傾向になっている．つまり，どの方向

に電極を設置しても鉄筋の影響を受ける可能性があり，その程度はかぶりと電極間隔に影

響していることがわかる．図-2.18 はプローブ法測定時の供試体内部の等電位分布である．

電極間隔がかぶりより大きいとき（c/a = 3.75），電極を鉄筋軸方向に対して直角に設置した

場合（右下図）では，鉄筋の影響をほとんど受けず無鉄筋供試体と同等の等電位分布である．

一方で，並行に設置した場合（右上図）では，鉄筋の影響を受けて鉄筋以深では電位差が小

さくなり，電流線は鉄筋を通る位置になると推定される． 

 

 
図-2.17 電気抵抗率比とかぶりと電極間隔の比の関係 24) 

 

 

図-2.18 供試体内部の等電位分布（a=8 cm）24）に加筆 

電流線

電流線

電流線
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2.7 まとめ 
本研究で対象とする施工時の品質モニタリング方法に求める性能は，第一に材料分離程

度の推定である．第二に，コンクリートの充填（ブリーディング水との識別を含む）を検知

することである．第三に，バイブレータにより付与された振動を捉えて締固め程度を推定す

ることである．2.2 節ではフレッシュコンクリートのモニタリングセンサに関する既往の研

究を調査した．調査結果のうち，上記 3 性能について製品化されたセンサに関する知見を表

-2.4 に整理した．検知の可否欄のうち，「材料分離」は骨材分布の推定，「充填」はコンクリ

ートの検知かつブリーディング水とコンクリートの識別，「締固め」はバイブレータ振動の

検知の可否をそれぞれ示している．○は検知可，△は条件付き検知可，×は検知不可を表す． 

 

表-2.4 製品化されたフレッシュコンクリートのモニタリングセンサ 

センサの種類 検出データ センサ形態 
検知の可否＊ 

材料分離 充填 締固め 

電気抵抗センサ インピーダンス（交流） 2 枚の燐青銅板電極 

（35×35×0.5 mm） 
検討段階 ○ × 

2 枚の棒状電極 

（22×39×11 mm） 
検討段階 △ × 

電圧印可センサ 残留電圧（直流） 2 本の板状電極 

（12×21×3.5 mm） 
× ○ × 

振動センサ 振動周波数特性（充填） 

振動加速度（締固め） 

圧電セラミックス 

（17×17×3 mm） 
× ○ ○ 

＊検知欄の説明 

 記号 ：○ 検知可，△ 条件付き検知可，× 検知不可 

 材料分離：骨材分布の推定 

 充填 ：コンクリートの検知かつブリーディング水とコンクリートの識別 

 締固め ：バイブレータ振動の検知 

 

「材料分離」はいずれのセンサも検知不可または検討段階である．中山ら 7) による電気

抵抗で粗骨材とモルタルの容積比の関係をシミュレートした研究例，小野ら 16) による電気

抵抗で粗骨材の移動量を推定した研究例，高木ら 17) による電気伝導率（電気抵抗の逆数）

の変化率で材料分離程度を推定した研究例があり，電気抵抗センサには材料分離を評価で

きる可能性があると考えられる．「充填」はいずれのセンサも検知可または条件付き検知可

である．条件付き検知可となった電気抵抗センサの 1 つはブリーディング水の検知機能を

有していないが，原理的には可能と考えられる．「締固め」は振動センサのみ検知可である． 

したがって，「材料分離」と「充填」は電気抵抗センサの原理が適していると考えた．な

お，電気抵抗センサの検出データとして交流電源を用いたインピーダンスと直流電源を用

いた電気抵抗が考えられるが，交流法を用いたイオン伝導体の電気伝導率測定は交流発振
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回路の進歩とともに発達し広く普及した物性測定法 21)であり，イオン伝導体といえるフレ

ッシュコンクリートについても交流電源を用いたインピーダンスによる評価が適切と考え

た．「締固め」は振動センサに関する知見を参考に検討を進めることとした． 

本研究では施工時の品質モニタリング方法に求める性能として「材料分離」と「充填」と

「締固め」としたが，「充填」と「締固め」については既存のセンサで実現されており，本

研究では「材料分離」の評価方法を確立することがコアとなる．そこで，2.3 節では均質な

コンクリートであることを前提にしたときの材料・配合が及ぼす電気的特性への影響，2.4

節では締固め等によって粗骨材分布が変化し不均質なコンクリートとなったときの電気的

特性の変化，2.5 節では温度や経過時間が及ぼす電気的特性への影響，および電極条件が電

気的特性の測定結果へ及ぼす影響に関して既往の研究を調査した．得られた知見を表-2.5 に

整理し，以下にまとめる． 

 

(1) 均質なコンクリートの電気的特性（材料・配合の影響）がセメント種類によって変化

することは既知であり，セメントペースト体積と単位粗骨材量が比較的影響度の大

きい影響因子と考えられる． 

(2) 不均質なコンクリートの電気的特性（締固めの影響）の変化は，粗骨材の沈降が大き

く影響し電気的特性によりその変化を追跡できる可能性がある． 

(3) コンクリートの電気的特性は，温度と経過時間で変化し配合等によっても異なるた

め，補正について検討する必要がある． 

(4) 電極条件として，建設現場でのモニタリングには極力小さい電極形状が好ましく，2

端子法は分極影響を受けるが簡易的で適用しやすく，電極配置とかぶりによっては

鉄筋の影響を受ける可能性がある．なお，電極配置とかぶりの知見は硬化コンクリー

トを対象にした実験から得られたものである．フレッシュコンクリートは硬化コン

クリートよりも電気抵抗が小さく導体であるため，硬化コンクリートよりは鉄筋の

影響が小さいと考えられるが，電流線を意識した電極幅と設置が必要と考えられる． 
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表-2.5 フレッシュコンクリートの電気的特性 
分類 影響因子 文献における報告内容 

均質な

場合の

特性 

セメントの種

類 

 出力電圧は OPC，MPC または BB，LPC の順で大きい 8)． 

 電気伝導率のピーク時間は HPC，OPC，LPC の順で現れる 19)． 

水セメント比  電気抵抗は水セメント比と相関がない 15)． 

単位水量  単位水量が大きいほど電気伝導率が大きい 19)． 

セメントペー

スト体積 

 電気抵抗はセメントペースト体積で説明できる 15)． 

 比抵抗にはセメントペースト量が 2 番目に影響を及ぼす 16)． 

 セメントペースト体積が減少することで電気伝導率が減少す

る 17)． 

空気量  空気量は電気伝導率に影響する 17)． 

細骨材率  文献なし 

単位粗骨材量  比抵抗に最も影響を及ぼすのは容積中に占める粗骨材量であ

る 16)． 

 単位粗骨材量が増加することで電気伝導率が減少する 17)． 

化学混和剤添

加率 

 混和剤の添加による電気伝導率への影響は軽微である 17)． 

不均質

な場合

の特性 

締固め  加振による粗骨材の沈降で伝導体であるセメントペースト体

積が上部で増加，下部で減少し電気伝導率が変化する 17)． 

 加振により上部は空気量，下部は粘性が電気伝導率の変化に

大きく寄与する 17)． 

特性の

変化 

経過時間  電気伝導率が最大値となる時間は 2～4 時間程度 19)． 

 電気抵抗は接水から 2 時間で最小値を示す 20)． 

温度  雰囲気温度が高いほど導電率のピーク値は大きい 18)． 

電極条

件 

測定方法  計測に最適で極力小さい電極条件は長さ 10 mm，幅 10 mm 程

度 8)． 

 2 端子法はセル・電極の構造が単純で普及しているが分極の

影響がある．4 端子法は分極の影響をほとんど無視できる 21)． 

 2 端子法から 4 端子対法まで被測定試料のインピーダンスに

よって使い分けられる 22), 23)． 

鉄筋  どの方向に電極を設置しても鉄筋の影響を受ける可能性があ

り，その程度はかぶりと電極間隔に影響する 24)． 
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3 コンクリートのインピーダンスに及ぼす影響因子とその影響度 

3.1 はじめに 
2 章の既往の研究からの知見を参考に，コンクリートの材料分離と充填を評価するのに適

した電気的特性として，交流電源を用いて測定されるインピーダンスを第一候補とした．3

章では，とくに材料分離の評価方法を確立するため，材料分離は計画配合からの配合変化と

捉え，コンクリートのインピーダンスに及ぼす影響因子として検討すべき対象を表-3.1 の

とおり選定し，セメントペースト（以下，ペーストという），モルタルおよびコンクリート

等の様々な配合を対象としてその影響度を検討した．なお，コンクリートは土木構造物に一

般的に用いられる範囲のスランプ 8～21 cm を検討対象として中庸のスランプを想定して試

験配合を設定した．また，各配合とも均質であることを前提とした． 

既往の研究では，電気抵抗，電気伝導率，比抵抗等への影響度が小さいとされた影響因子

についても交流インピーダンスで同様の傾向であるか確認する．また，比較的影響度が高い

とされるペースト体積については，多様な方向性から検討を行う． 

なお，影響因子の検討の前に測定周波数について調査・検討する．物質のインピーダンス

は測定周波数によって変化する．交流インピーダンス法による比抵抗測定の研究例におい

ては，電解質溶液と電極の間に生じる分極に起因して周波数が低いほどインピーダンス，位

相差が大きくなることや位相差が小さいほど理論値に近い値を示すこと等から，位相差が

できる限り小さい周波数で測定することが重要とされている 1)．そのため，誤差が小さい測

定周波数をあらかじめ選定することとした． 

 

表-3.1 検討対象とした影響因子 
配合に関する影響因子 検討対象とした理由 

化学混和剤添加率 影響度が小さいと想定されるが，多くの配合に関連する． 

水セメント比 影響度が小さいと想定されるが，主要なパラメータである． 

単位水量 影響度が大きいと想定され，主要なパラメータである． 

空気量 加振させたときの電気伝導率への影響が報告されている． 

ペースト体積／単位粗骨

材量 

影響度が大きいとの複数の報告がある．単位粗骨材量も影響

度が大きいとの報告があるが，ペースト体積と表裏一体のた

め電気伝導体であるペースト体積のみの検討とした． 

細骨材率 ペースト体積とインピーダンスの関係において，細骨材と粗

骨材の混和バランスによって近似曲線にギャップが認められ

たため，追加検討した． 

骨材表面積 

有効ペースト体積 
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3.2 測定条件 
セメントは普通ポルトランドセメント（密度 3.16 g/cm3），細骨材は山砂（表乾密度 2.56 

g/cm3，吸水率 2.48 %），粗骨材は砕石（表乾密度 2.64 g/cm3，吸水率 0.72 %，最大寸法 20 

mm），化学混和剤はリグニンスルホン酸塩，オキシカルボン酸塩，ポリカルボン酸系化合物

から成る AE 減水剤を用いた．なお，化学混和剤はコンクリートのみに混和した．これらの

材料を 20 ℃の恒温室に保管し，常に一定温度に保持した．また，水は 20 ℃に調整された水

道水を使用した． 

表-3.2 に計画配合と体積構成比を示す．調査対象は，ペースト，モルタル，ペーストに粗

骨材を混和した特殊配合，およびコンクリートとした．ペーストは水セメント比を 20～

100,000 %の範囲で変化させた P シリーズを設定した．モルタルはペースト体積一定の M1

シリーズ（水セメント比 40～70 %），ペースト体積変化の M2 シリーズ（細骨材セメント質

量比 2～3，水セメント比 50 %）と M3 シリーズ（細骨材セメント質量比 1～5，水セメント

比 55 %）の 3 種類の配合を設定した．ペーストに粗骨材を混和した特殊配合は，ペースト

体積変化の PG1 シリーズ（粗骨材セメント質量比 1～3，水セメント比 40 %）と PG2 シリ

ーズ（粗骨材セメント質量比 1～3，水セメント比 55 %）を設定した．コンクリートは，ペ

ースト体積変化の C1 シリーズ（水セメント比 58 %），ペースト体積一定の C2 シリーズ（水

セメント比 55 %），水中コンクリート配合の C3 シリーズの 3 種類の配合を設定した．これ

らの配合のうち，はじめに構成材料がシンプルなペーストのインピーダンス測定結果から

影響度の低い影響因子を除外しながら，骨材を混和する配合に移行してインピーダンス測

定を行い影響度の大きい影響因子を絞り込むこととした． 

図-3.1 にインピーダンス測定方法を示す．絶縁用のゴムシート上にプラスティック製容

器（幅 145 mm×215 mm，高さ 160 mm）を置き，棒状電極（φ3.0 mm，SUS304）を容器の

短辺中央，鉛直方向に試料を挟み込むように各 1 本配置した．各試料の投入高さは 100 mm

で統一した．各配合を練り混ぜ，上記容器に投入後，木槌等で適度に叩きを行って静置し，

セメント接水から 15 分後に LCR メータ（HIOKI 製，IM3536，基本確度±0.05% rdg.）を用

いて，測定信号レベル 5 Vrms を印可し電極間のインピーダンスを測定した． 
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表-3.2 計画配合と体積構成比 

 

 

 
(a) 平面図 

 
(b) 側面図 

図-3.1 インピーダンス測定方法 

W C S G
P-1 N 20 - 0.0 387 1935 0 0
P-2 N 30 - 0.0 486 1620 0 0
P-3 N 40 - 0.0 558 1395 0 0
P-4 N 50 - 0.0 612 1224 0 0
P-5 N 60 - 0.0 654 1090 0 0
P-6 N 70 - 0.0 689 984 0 0
P-7 N 100 - 0.0 759 759 0 0
P-8 N 1,000 - 0.0 969 97 0 0
P-9 N 10,000 - 0.0 997 10 0 0

P-10 N 100,000 - 0.0 1000 1 0 0
M1-1 N 40 100.0 1.7 273 683 1195 0
M1-2 N 50 100.0 2.0 299 598 1195 0
M1-3 N 60 100.0 2.2 320 533 1195 0
M1-4 N 70 100.0 2.5 336 480 1195 0
M2-1 N 50 100.0 3.0 241 482 1440 0
M2-2 N 50 100.0 2.5 267 534 1331 0
M2-3 N 50 100.0 2.0 299 598 1195 0
M3-1 N 55 100.0 5.0 186 338 1695 0
M3-2 N 55 100.0 3.0 258 469 1405 0
M3-3 N 55 100.0 1.0 418 760 758 0
PG1-1 N 40 0.0 0.0 206 515 0 1544
PG1-2 N 40 0.0 0.0 259 648 0 1296
PG1-3 N 40 0.0 0.0 349 873 0 874
PG2-1 N 55 0.0 0.0 263 478 0 1434
PG2-2 N 55 0.0 0.0 324 589 0 1177
PG2-3 N 55 0.0 0.0 422 767 0 766
C1-1 N 58 33.6 3.1 126 217 663 1354
C1-2 N 58 41.5 3.1 148 255 778 1130
C1-3 N 58 50.6 3.1 170 293 896 903
C1-4 N 58 60.7 3.1 192 331 1014 676
C1-5 N 58 72.1 3.1 214 369 1129 451
C2-1 N 55 30.0 1.6 175 318 522 1254
C2-2 N 55 40.0 2.2 175 318 696 1074
C2-3 N 55 50.0 2.7 175 318 870 895
C2-4 N 55 60.0 3.3 175 318 1044 715
C2-5 N 55 70.0 3.8 175 318 1216 536
C3-1 N 50 47.6 2.2 185 370 796 903

体積構成比記号
W/C
(%)

s/a
(%)

S/C
( - )

単位量（kg/m3
）セメント

の種類

コンクリート（ペースト体積変化，s/a=33.6～72.1%，W/C=58%）

コンクリート（ペースト体積一定，s/a=30～70%，W/C=55%）

ペースト（W/C=20～100,000%）

モルタル（ペースト体積一定，W/C=40～70%）

モルタル（ペースト体積変化，S/C=2～3，W/C=50%）

モルタル（ペースト体積変化，S/C=1～5，W/C=55%）

ペースト＋粗骨材（ペースト体積変化，G/C=1～3，W/C=40%）

ペースト＋粗骨材（ペースト体積変化，G/C=1～3，W/C=55%）

215㎜

14
5㎜棒状電極

LCRメータ

プラスティッ
ク製容器

LCRメータ

16
0㎜

10
0㎜

215㎜

棒状電極試料
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3 章で実施した試験では全ての試料に対し，測定周波数を 5 Hz～1 MHz の範囲で変化さ

せながらインピーダンスと位相角を連続測定した．インピーダンスと位相角の測定例とし

て，P シリーズ，M2 シリーズ，C2 シリーズのうち，土木構造物に採用されることの多い水

セメント比 50～55 %の各 1 配合を代表例として，測定周波数とインピーダンスの関係を図

-3.2，測定周波数と位相角の関係を図-3.3 に示す．インピーダンスは測定周波数 1 kHz 未満

で比較的変化が大きいが，それより高周波側では変化が小さい．位相角は 10 kHz～100 kHz

付近で 0 deg になっている．そこで，以降の試験結果は測定周波数 10 kHz のときのインピ

ーダンスを用いて整理することとした． 

 

 
図-3.2 測定周波数とインピーダンスの関係 

 

 
図-3.3 測定周波数と位相角の関係 
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3.3 電流媒体の検討 
3.3.1 水とペーストの比較 
図-3.4 はコンクリート中を流れる電流のイメージである．固相（骨材）は絶縁材料である

ため，電流は導体である液相を流れる．液相としては水またはペーストが考えられる．ここ

では，水またはペーストのどちらを電流の媒体とみなすことができるかを検討する． 

表-3.2 の配合のうちペーストの単位水量を変化させた P シリーズのインピーダンスを測

定した．図-3.5 に P シリーズの単位水量とインピーダンスの関係を示す．水が大半を占め

る配合では，単位水量の増大とともにインピーダンスが急速に増大したが，通常のコンクリ

ートに用いられる水セメント比の配合では，単位水量にかかわらずインピーダンスは一定

となった．P シリーズはペースト体積が一定であることから，電流が流れる液相は水（単位

水量）よりペースト（ペースト体積）と考えるのが合理的である． 

 
図-3.4 試料中の電流のイメージ 

 

 
図-3.5 単位水量とインピーダンスの関係（P シリーズ） 
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3.3.2 化学混和剤添加率の影響 
次に，電流の媒体と考えられるペーストに化学混和剤を添加したときの影響を検討する．

表-3.2 の配合のうち化学混和剤を添加しない P-4 と，セメント質量の 1 %の化学混和剤を添

加した P-4AD について，測定周波数とインピーダンスの関係を図-3.6 に示す．測定周波数

10 kHz 未満においては，P-4AD のインピーダンスがわずかに大きいが測定周波数 10 kHz 以

上ではほぼ同程度であった．図-3.7 は P-4 と P-4AD に関する測定周波数と位相角の関係で

ある．全域の周波数で位相角はほぼ一致した．インピーダンスおよび位相角はともに化学混

和剤の添加の有無でほとんど変わらないことから，モルタルやコンクリート等においても

同様に化学混和剤の添加の影響は小さいと考えられる．この結果は，髙木ら 2)が実施したペ

ーストの電気伝導率測定において，化学混和剤（アルキルエーテル系）の添加による電気伝

導率への影響は軽微で，実際のコンクリートに使用する程度の添加量であれば無視できる

とした結果と整合する． 

 
図-3.6 測定周波数とインピーダンスの関係 

 

 
図-3.7 測定周波数と位相角の関係 
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3.4 骨材の混和による影響検討 
3.4.1 ペーストとモルタルとコンクリートの比較 
ペーストに骨材が混和されたときのインピーダンスに及ぼす影響を検討する．表-3.2 の

配合のうち，ペーストの水セメント比を変化させた P シリーズ（水セメント比 100 %以下），

ペースト体積が一定で水セメント比を変化させたモルタルの M1 シリーズ，ペースト体積が

ほぼ同じで水セメント比の異なるコンクリートの C1-3 と C2-3 のインピーダンスを比較し

た． 

図-3.8 に水セメント比とインピーダンスの関係を示す．インピーダンスはペーストが最

も小さく，ペーストが骨材によって置換される体積が大きくなるに従い，モルタル，コンク

リートの順にインピーダンスが増大した．つまり，インピーダンスは電流の媒体と考えられ

るペースト体積に大きく依存していると考えられる． 

ここで，ペースト，モルタル，およびコンクリートで同じ水セメント比のとき異なるイン

ピーダンスを示した．つまり，水セメント比ではインピーダンスの変化を説明できず，水セ

メント比はインピーダンスと相関が低いと考えられた．Obla ら 3) によれば，電気抵抗は基

本的に水セメント比と相関がないと報告しており，今回の考察と整合する． 

 

 
図-3.8 水セメント比とインピーダンスの関係 

 

3.4.2 空気量の影響 
表-3.2 の配合のうち，M3 シリーズ，C1 シリーズ，C2 シリーズの空気量とインピーダン

スの関係を図-3.9 に示す．均質なコンクリートであることを前提とした場合，空気量はイン

ピーダンスと相関が低いと考えられる． 
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図-3.9 空気量とインピーダンスの関係 

 

3.4.3 ペースト体積の影響 
2 章の既往の研究および 3.4.1 項から影響度が大きいと考えられるペースト体積のインピ

ーダンスへの影響を調査する．表-3.2 のペースト体積を変数（すなわち，骨材体積を変数）

とした M2，M3，PG1，PG2 シリーズのインピーダンスを比較した．図-3.10 にペースト体

積とインピーダンスの関係を示す．すべての配合シリーズでペースト体積が増大するとイ

ンピーダンスが減少する負の相関が得られた．この結果は髙木ら 2) と Obla ら 3) の報告内容

と整合する．ペースト体積が小さいと相対的に電気絶縁性の骨材体積が大きく，多数の骨材

粒子が密に分布し電流すなわちイオン泳動が阻害されるが，ペースト体積が大きいとイオ

ン泳動は容易になると推定される．つまり，電気絶縁性の骨材の分布状況によってイオン泳

動の容易さに差異が生じることで，インピーダンスが変化すると考えられた． 

しかしながら，ペーストに細骨材を混和した M2，M3 シリーズの近似曲線とペーストに

粗骨材を混和した PG1，PG2 シリーズの近似曲線を比較するとギャップが存在する．ペー

スト体積が同じ（すなわち，骨材体積も同じ）にもかかわらず M2，M3 シリーズのインピ

ーダンスは PG1，PG2 のインピーダンスより大きい．つまり，骨材体積ではなく，骨材の種

類の違いがインピーダンスに影響を及ぼしたことになる． 

図-3.11 に C1～C3，M1～M3 シリーズのペースト体積とインピーダンスの関係を示す．

図-3.10 と同様に，C1～C3 シリーズの近似曲線と M1～M3 シリーズの近似曲線にギャップ

を確認できる．C1～C3 シリーズと M1～M3 シリーズのペースト体積が同じとき，異なるの

は粗骨材の存在であり，細骨材と粗骨材の混合割合がインピーダンスに影響を及ぼしてい

ると考えられた．したがって，細骨材と粗骨材の両方を混和するコンクリート同士の比較で

は，細骨材率がインピーダンスに影響を及ぼすと考えられた． 
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図-3.10 ペースト体積とインピーダンスの関係（M2，M3，PG1，PG2 シリーズ） 

 

 
図-3.11 ペースト体積とインピーダンスの関係（C1～C3，M1～M3 シリーズ） 

 
3.4.4 細骨材率の影響 
細骨材率のインピーダンスへの影響を調査するために，表-3.2 の細骨材率を変数とした

C1，C2 シリーズのインピーダンスを比較した．C1 シリーズはペースト体積変化，C2 シリ

ーズはペースト体積一定の配合である．図-3.12 に細骨材率とインピーダンスの関係を示す．

C1 シリーズは細骨材率の増大に伴い急激にインピーダンスが減少する負の相関がある．C2

シリーズは，インピーダンスの最大値と最小値の差が 52 Ωと比較的小さいが，細骨材率の

増大に伴いインピーダンスが増大する正の相関がある．C1 シリーズと C2 シリーズは正負

逆の相関が見られ，細骨材率ではインピーダンスの変化を説明できない．なお，細骨材率だ

けの影響の C2 シリーズの変化に対し，ペースト体積と細骨材率双方の影響を含む C1 シリ

ーズの変化は 10 倍程度大きい．したがって，ペースト体積と細骨材率は互いに打ち消し合

う方向にインピーダンスに影響を及ぼすが，細骨材率の影響度はペースト体積より小さい． 
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図-3.12 細骨材率とインピーダンスの関係（C1，C2 シリーズ） 

 

3.4.5 骨材表面積の影響 
そこで，細骨材率がインピーダンスに影響を及ぼす要因を検討する．図-3.10 および図-

3.11 において各配合シリーズの近似曲線にギャップを生じさせているのは細骨材と粗骨材

の混合割合であり，細骨材と粗骨材の大きな違いは比表面積である．比表面積の大きい細骨

材が増えると単位体積あたりの骨材表面積の総計（以下，骨材表面積という）が増大するこ

とになる．図-3.13 に骨材表面積とインピーダンスの関係を示す．骨材表面積は，細骨材と

粗骨材の粒径を球状と仮定し粒度分布から，細骨材の比表面積 63 cm2/g，粗骨材の比表面積

2.8 cm2/g を算出し，式（3.1）に従い各配合の単位量を乗じ合算して求めた． 

 

𝑨𝑨𝑺𝑺+𝑮𝑮 = (𝑺𝑺𝑺𝑺 ∙ 𝑴𝑴𝑺𝑺 + 𝑺𝑺𝑮𝑮 ∙ 𝑴𝑴𝑮𝑮) ∙ 𝟏𝟏𝟏𝟏−𝟏𝟏 (3. 1) 

 

ここに，AS+G ：骨材表面積（m2/m3） 

SS ：細骨材の比表面積（cm2/g） 

SG ：粗骨材の比表面積（cm2/g） 

MS ：細骨材の単位量（kg/m3） 

MG ：粗骨材の単位量（kg/m3） 

 

骨材表面積とインピーダンスの関係は，細骨材率とインピーダンスの関係に近い．C1 シ

リーズと C2 シリーズは正負逆の相関が見られ，骨材表面積だけではインピーダンスの変化

を説明できない．ペースト体積と骨材表面積は互いに打ち消し合う方向にインピーダンス

に影響を及ぼすが，骨材表面積の影響度はペースト体積より小さいと考えられる． 
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-3.13 骨材表面積とインピーダンスの関係（C1，C2 シリーズ） 

 

3.4.6 有効ペースト体積の立案と検証 
インピーダンスはペースト体積によって大きく変化していることから，ペースト体積は

主要な影響因子であり，インピーダンスの変化をペースト体積の変化でおおむね説明でき

る．一方で，細骨材率または骨材表面積がわずかにペースト体積とは逆方向の影響を及ぼし

ている．影響度の大きいペースト体積を軸に考えれば，細骨材率または骨材表面積に起因し

てペースト体積を減じる因子が存在している．そこで，骨材表面との相互作用によってペー

ストが拘束されると考え，図-3.14 に示すように骨材表面周囲にイオン泳動に寄与しない拘

束ペースト膜（厚さ α）の存在を仮定した．細骨材率が増大すると骨材表面積も増大し，イ

オン泳動に寄与しない拘束ペースト膜の体積も増大するため，イオン泳動に有効なペース

ト体積が減じられ，インピーダンスが減少する傾向となる．つまり，ペースト体積から拘束

ペースト膜の体積を差し引いたペースト体積がイオン泳動に有効と考えた 4)．ここに，その

体積を有効ペースト体積 Veffと定義し，式（3.2）に表す． 

 
𝑽𝑽𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆 = 𝑽𝑽𝑷𝑷 − 𝜶𝜶 ∙ 𝑨𝑨𝑺𝑺+𝑮𝑮 (3. 2) 

 

ここに，Veff ：有効ペースト体積（l/m3） 

VP ：ペースト体積（l/m3） 

α ：拘束ペースト膜厚（mm） 

AS+G ：骨材表面積（m2/m3） 
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図-3.14 有効ペーストの概念 

 

図-3.15 に M2，M3，PG1，PG2 シリーズの有効ペースト体積とインピーダンスの関係，

図-3.16 に C1～C3 シリーズ，M1～M3 シリーズの有効ペースト体積とインピーダンスの関

係を示す．図-3.10 と図-3.11 において各近似曲線に存在したギャップが小さくなっている．

式（3.2）の αは，水溶液中の微粒子表面に形成される nm オーダーの電気二重層 5) から µm

オーダーの水膜（拘束水）6) までの厚さを想定して様々な値を代入し，最もばらつきが小さ

くなる値として 0.005 mm（=5 µm）を求めた．この値は，桜井 6) により算出されたセメント

が拘束する水膜厚さ（5～7 µm 程度），山下ら 7) により算出された細骨材が拘束する水膜厚

さ（7.4 µm）とほぼ一致した．水溶液中のイオンは水和により水分子を引き付けている 8) こ

とから，イオンが水とともに骨材表面に拘束されている可能性がある． 

表-3.2 の配合のうち，骨材が混和されたすべての配合（P シリーズを除くすべての配合）

について，図-3.17 にペースト体積とインピーダンスの関係（両軸対数），図-3.18 に有効ペ

ースト体積とインピーダンスの関係（両軸対数）を示す．双方ともに直線的な関係が得られ，

ペースト体積または有効ペーストを変数とした関数でインピーダンスの予測が可能である．

さらに，有効ペースト体積を採用することで，細骨材率または骨材表面積の違いによるわず

かなインピーダンスの変化も反映できる． 

 

図-3.15 有効ペースト体積とインピーダンスの関係（M2，M3，PG1，PG2 シリーズ） 
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図-3.16 有効ペースト体積とインピーダンスの関係（C1～C3，M1～M3 シリーズ） 

 

 
図-3.17 ペースト体積とインピーダンスの関係（P シリーズを除く全配合） 

 

 
図-3.18 有効ペースト体積とインピーダンスの関係（P シリーズを除く全配合） 
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3.5 均質性評価理論 
ここでは，温度や骨材の粒度分布が変わらず，精密測定機器を用いた理想的な条件の室内

での実験において成立した有効ペースト体積とインピーダンスの関係を利用したときの均

質性評価理論を整理する．図-3.19 に有効ペースト体積に基づく管理限界値の設定方法，図

-3.20 に室内実験結果から想定される均質性評価方法の手順を示す．仮に表-3.2 の C1-3 を

現場で使用する場合を想定する．初めに，C1-3 の計画配合と骨材の粒度分布をもとにペー

スト体積 VPと骨材表面積 AS+Gを算出し，式（3.2）を用いて有効ペースト体積 Veffを求める

（Veff =233 l/m3）．次に，C1-3 を圧送または打込み中に粗骨材体積が計画配合から 50 %増加

（C1-1 に相当）または 50 %減少（C1-5 に相当）したときを材料分離の上方・下方管理限界

と仮定し，式（3.2）を用いて有効ペースト体積 Veffを求める（Veff =172 l/m3，295 l/m3）．こ

れらの有効ペースト体積 Veffを式（3.3）に代入してそれぞれのインピーダンス予測値 Z20 を

求め，中心値 315 Ω，上方管理限界値 559 Ω，下方管理限界値 202 Ωを設定する．以上の計

算結果を表-3.3 に整理する．ただし，式（3.3）は使用材料が異なる毎にキャリブレーショ

ンが必要である．打込み時，コンクリートのインピーダンスを常時測定し，中心値との差か

ら計画の骨材混合割合からのずれ（材料分離程度）をリアルタイムに推定する． 

このような新たな均質性評価方法に基づき，管理限界に達する前に均質性を保つための

施工方法の改善を行うことで，良質なコンクリート構造物を提供できると考える．また，打

込み時のインピーダンスを測定し，維持管理に向けた初期品質データとして記録すること

が重要と考える．なお，ここで提示した有効ペースト体積を用いた均質性評価方法は，温度

が一定に保たれた実験室内で常に同一の粒度分布の骨材を使用して製造した各種配合を対

象に，精密測定機器（LCR メータ）を用いてインピーダンスを測定した結果から，わずかな

変化も考慮して導き出したものである．条件が異なる建設現場に適用するにあたっては測

定機器も含めた検討が必要である． 

 

 

図-3.19 有効ペースト体積に基づく管理限界値の設定方法 
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𝒁𝒁𝟐𝟐𝟐𝟐 = 𝟗𝟗.𝟒𝟒𝟒𝟒𝟒𝟒 × 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟔𝟔 × 𝑽𝑽𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆−𝟏𝟏.𝟖𝟖𝟖𝟖𝟖𝟖

= 𝟗𝟗.𝟒𝟒𝟒𝟒𝟒𝟒 × 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟔𝟔 × (𝑽𝑽𝑷𝑷 − 𝜶𝜶 ∙ 𝑨𝑨𝑺𝑺+𝑮𝑮)−𝟏𝟏.𝟖𝟖𝟖𝟖𝟖𝟖 (3. 3)
 

 

ここに，Z20 ：基準温度 20 ℃のときのインピーダンス予測値（Ω） 

Veff ：有効ペースト体積（l/m3） 

VP ：ペースト体積（l/m3） 

α ：拘束ペースト膜厚（mm） 

AS+G ：骨材表面積（m2/m3） 

 

 

図-3.20 室内実験結果から想定される均質性評価方法の手順 
 

表-3.3 インピーダンス予測値の計算結果 

配合 No. VP（l/m3） AS+G（m2/m3） Veff（l/m3） Z20（Ω） 

C1-1 195 4,532 172 559 

C1-3 263 5,867 233 315 

C1-5 331 7,203 295 202 

  

①標準配合に単位粗骨材体積を±25，±50 %とした配合を

加え，計 5 配合のインピーダンスを測定 

②有効ペースト体積とインピーダンスの関係式を導出 

③管理限界値（インピーダンス）を設定 

④打込み場所でインピーダンスを測定 

⑤インピーダンスが管理限界値に近づかないように打込

み方法を管理 

3 章で解明

した範囲 
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3.6 まとめ 
3 章では，2 章の既往の研究に基づきあらかじめ検討対象とする影響因子を絞り込み，試

験に供する配合を設定した．そして，温度が一定に保たれた室内で常に同一の粒度分布の骨

材を使用して試料を製造し，精密測定機器（LCR メータ）を用いてインピーダンスを測定

した．表-3.4 にインピーダンスに及ぼす影響因子の影響度について得られた知見とインピ

ーダンス予測への反映方針を整理した．ただし，インピーダンス予測方法を建設現場へ適用

するにあたっては，測定機器も含めた検討が必要である．得られた成果を以下にまとめる． 

(1) フレッシュコンクリートのインピーダンスは，ペースト体積の変化に最も影響を受け

る．インピーダンスの変化はペースト体積の変化でおおむね説明できる． 

(2) フレッシュコンクリートのインピーダンスは，細骨材率または骨材表面積の影響も受

けるが，その影響度はペースト体積に比べてわずかである．細骨材率または骨材表面積

がインピーダンスに影響を及ぼす要因として，骨材表面に拘束されたペースト膜が影

響を及ぼしている可能性がある． 

(3) ペースト体積から骨材表面に拘束されたペースト膜の体積を差し引いて求める有効ペ

ースト体積を採用すれば，細骨材率または骨材表面積によるわずかなインピーダンス

変化も予測できる可能性がある． 

 

表-3.4 インピーダンスに及ぼす影響因子の影響度について得られた知見とインピーダン

ス予測への反映方針 
影響因子 影響度とインピーダンス予測への反映方針 

化学混和剤添加率 影響度は無視できる．インピーダンス予測へは考慮しない． 

水セメント比 影響度は無視できる．インピーダンス予測へは考慮しない． 

単位水量 影響度は比較的大きいが，単位水量ではインピーダンス変化を説明

できないためインピーダンス予測へは考慮しない． 

空気量 過度な加振によって上方へ空気が集まる場合は影響度が大きいと考

えられるが，一般的に行われる締固めの範囲では影響度が小さいと

考え，インピーダンス予測へは考慮しない． 

ペースト体積 影響度が最も大きい．インピーダンス予測の主軸とする． 

細骨材率 影響度は小さい．細骨材率ではインピーダンス変化を説明できない

ためインピーダンス予測へは考慮しない． 

骨材表面積 影響度は小さい．骨材表面積だけではインピーダンス変化を説明で

きないが，骨材表面積に拘束ペースト膜厚を乗じた体積をインピー

ダンス予測へ使用する． 

有効ペースト体積 影響度が最も大きいペースト体積を軸に，細骨材率または骨材表面

積のわずかな影響度もインピーダンス予測に考慮する場合に使用す

る．ペースト体積から拘束ペースト膜体積を減じて算出する． 
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4 建設現場への適用を考慮した電極間隔と電極面積 

4.1 はじめに 
3 章でのインピーダンス測定では，図-4.1 のように容器内の試料を挟み込むように電極を

配置し，試料全体に電流線が分布していたと考えられる．しかしながら，建設現場において

は図-4.2 に示すとおり鉄筋コンクリート構造物では型枠，覆工コンクリート天端部では防

水シート等の平面上に電極を配置することになり，電流線が分布する範囲は図-4.3 のよう

に電極が設置される面に対して垂直方向へ広く分布していると考えられる．一般に，同じ電

解液等の導体であれば，式（4.1）1) のとおり電気抵抗は電極間隔に比例し電極面積に反比例

することが知られているが，建設現場においてコンクリートの均質性を評価するにあたり，

電極間隔と電極面積がどの程度影響を及ぼしているか確認する必要がある．また，建設現場

に電極を用いたセンサを適用するには，センサ設置の容易さ，型枠取外し後の美観，鉄筋の

影響等を考慮するとセンサを可能な限り小さくする必要がある．そのため，本章では電極間

隔と電極面積がインピーダンスの測定結果に及ぼす影響を調査し，建設現場に用いるセン

サ開発の条件を把握することとした． 

 

 
(a) 平面図 

 

(b) 側面図 

図-4.1 容器内における電流線の分布イメージ 
 

 

(a) 鉄筋コンクリート構造物 
 

(b) 覆工コンクリート天端部 

図-4.2 実構造物におけるセンサを用いたモニタリング方法 
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(a) 平面図 

 

(b) 側面図 

図-4.3 建設現場における電流線の分布イメージ 
 

𝑹𝑹 = 𝜸𝜸 ∙
ｄ

𝑨𝑨
(4. 1) 

 

ここに，R ：電気抵抗（Ω） 

γ ：抵抗率（Ω･m） 

d ：電極間隔（m） 

A ：電極面積（m2） 

 

4.2 電極間隔の影響 
配合毎のインピーダンスの差を認識しやすい電極間隔を見出すために，電極間隔を変数

としてインピーダンスを測定した．測定対象は表-4.1 のコンクリート（表-3.2 の C-1，C1-

3，C1-5 と同じ配合）とした．セメントは普通ポルトランドセメント（密度 3.16 g/cm3），細

骨材は山砂（表乾密度 2.56 g/cm3），粗骨材は砕石（表乾密度 2.64 g/cm3，最大寸法 20 mm），

化学混和剤はリグニンスルホン酸塩，オキシカルボン酸塩，ポリカルボン酸系化合物から成

る AE 減水剤を用いた．これらの材料を 20 ℃の恒温室に保管し，常に一定温度に保持した．

また，水は 20 ℃に調整された水道水を使用した． 

図-4.4～図-4.6 にインピーダンス測定方法を示す．プラスティック製容器（幅 145 mm×

215 mm，高さ 160 mm）の底面に 2 本の棒状電極（φ3.0 mm，SUS304）を 30 mm，90 mm，

150 mm の間隔で水平に設置した．各配合を練り混ぜ，接水から 15 分後に上記容器に高さ

100 mm までコンクリートを投入し，LCR メータ（HIOKI 製，IM3536，基本確度±0.05% rdg.）

を用いてインピーダンスを測定した．印可する測定信号レベルは 5 Vrms とした． 

図-4.7 に電極間隔とインピーダンスの関係を示す．いずれのコンクリート配合において

も式（4.1）のとおり電極間隔に比例してインピーダンスが増加する直線的な関係が得られ

た．C1-3 と C1-5 の傾きに比べて C1-1 の傾きが大きいため，電極間隔が大きいほど C1-1 の

インピーダンスは他の配合に比べて大きな差となって表れるが，電極間隔 30 mm であって

も配合毎のインピーダンス差を観察するには十分と考えられる． 
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表-4.1 計画配合と体積構成比 

 

 

 

(a) 平面図 

 
(b) 側面図 

図-4.4 インピーダンス測定方法（電極間隔 30mm） 

 

 

(a) 平面図 

 

(b) 側面図 

図-4.5 インピーダンス測定方法（電極間隔 90mm） 

 

 

(a) 平面図 

 

(b) 側面図 

図-4.6 インピーダンス測定方法（電極間隔 150mm） 
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図-4.7 電極間隔とインピーダンスの関係 
 

4.3 電極面積の影響 
配合毎のインピーダンスの差を認識しやすい電極面積を見出すために，電極面積を変数

としてインピーダンスを測定した．測定対象は表-4.1 のコンクリートとした．図-4.8～図-

4.11 にインピーダンス測定方法を示す．プラスティック製容器（幅 145 mm×215 mm，高さ

160 mm）の側面に棒状電極（φ3.0 mm，SUS304）と板状電極（幅 50 mm，厚さ 1.0 mm，

SUS304）を鉛直に設置した．板状電極は裏面を絶縁テープで被覆して使用した．各配合を

練り混ぜ，接水から 15 分後に上記容器に投入を開始し，試料高さ 50 mm，100 mm のとき，

LCR メータ（HIOKI 製，IM3536，基本確度±0.05% rdg.）を用いてインピーダンスを測定し

た．印可する測定信号レベルは 5 Vrms とした． 

図-4.12 に電極面積とインピーダンスの関係を示す．インピーダンスは式（4.1）のとおり

電極面積に反比例する結果となり，いずれの電極面積においても C1-1～C1-5 の配合でイン

ピーダンスに差が生じた．したがって，電極面積は比較的小さい 500 mm2 程度でも評価可

能と考えられる．とくに粗骨材が多い配合（C1-1）は標準の配合（C1-3）に対して明らかに

大きいインピーダンスとなったことから，粗骨材の局部的な集中は評価が容易である． 
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(a) 平面図 

 
(b) 側面図 

図-4.8 インピーダンス測定方法（棒状電極，試料高さ 50mm） 

 

 
(a) 平面図 

 
(b) 側面図 

図-4.9 インピーダンス測定方法（棒状電極，試料高さ 100mm） 

 

 
(a) 平面図 

 
(b) 側面図 

図-4.10 インピーダンス測定方法（板状電極，試料高さ 50mm） 

 

 
(a) 平面図 

 
(b) 側面図 

図-4.11 インピーダンス測定方法（板状電極，試料高さ 100mm） 
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図-4.12 電極面積とインピーダンスの関係 

 

次に，プラスティック製容器（幅 145 mm×215 mm，高さ 160 mm）の側面に図-4.13 に示

すとおり小型の板状電極（幅 10 mm×28 mm，電極中心間隔 20 mm，電極面積 280 mm2）を

縦と横に配置し，表-4.2 のペーストを段階的に投入して電極がペーストで徐々に覆われて

いく様子を模擬した．印可する測定信号レベルは 5 Vrms とした．なお，小型の板状電極は

試料に埋設されるため，電極にケーブルを接続して回路に取り込み，電極間のインピーダン

スに代えて電圧計で電圧を測定した．電極間の電圧は印可電圧を 10 ビット（1,024）で分割

したときの相対値として変換した無次元データ（以下，電圧デジタル信号という）として出

力した． 

図-4.14 に電極横配置のときの電極面積と電圧デジタル信号の関係を示す．ペーストに接

触した電極面積が増えるに従い，電圧デジタル信号は電極面積に反比例して小さくなった．

この関係は図-4.12 と同様である．図-4.15 に電極横配置のときの電極面積と電圧デジタル

信号の関係を示す．下方の電極にペーストが接触しても電極間がペーストで満たされない

限り，電圧デジタル信号に変化は生じなかった．電極間がペーストで満たされた後は図-4.12

と同様に電極面積が増えるに従い電圧デジタル信号が反比例して低下する結果となった．

このように，基本的にはコンクリート等の導体が電極に触れる面積によってインピーダン

ス（電圧デジタル信号）が決定されるが，電極がコンクリート等の導体によって充填されて

いく方向によってはインピーダンス（電圧デジタル信号）が急激に変化する場合がある． 

 

表-4.2 計画配合 
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電極縦配置 電極横配置 

 

 

  

図-4.13 小型板状電極の配置方向とペーストとの接触状況 

 

 
図-4.14 電極面積と電圧デジタル信号

の関係（電極縦配置） 

 
図-4.15 電極面積と電圧デジタル信号

の関係（電極横配置） 
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4.4 電極間隔と電極面積の関係 
4.2 節および 4.3 節の結果をもとに電極間隔 30 mm 以下，電極面積 500 mm2 程度としたと

き，材料分離を捉える可能性を確認する．図-4.16 に示すとおりプラスティック製容器（幅

145 mm×215 mm，高さ 160 mm）の底面に小型の板状電極（幅 10 mm×28 mm，電極中心間

隔 20 mm，電極面積 280 mm2）と棒状電極（φ3.0 mm，電極間隔 30 mm，電極面積 1,366 

mm2）を設置し，表-4.1 のコンクリートを高さ 10，20，30，40，50，100，150 mm まで順次

投入し，その都度振動を加えたうえで電圧デジタル信号またはインピーダンスを測定した．

印可する測定信号レベルは 5 Vrms とした． 

図-4.17 に小型の板状電極で測定した試料高さと電圧デジタル信号の関係を示す．小型の

板状電極では全ての配合において試料高さ 10 mm から 20 mm までは電圧デジタル信号が低

下したが，その後は上昇に転じた．これは振動付与によって粗骨材が沈降し，板状電極周囲

で粗骨材が徐々に密になり，図-4.19 のように電流の経路が大きく屈曲 2) あるいは減少した

ことが原因と考えられる．1 対の板状電極の大きさが粗骨材の最大寸法（20 mm）に近いこ

とから，粗骨材の集中の影響が顕著に表れたと考えられる． 

図-4.18 に棒状電極で測定した試料高さとインピーダンスの関係を示す．棒状電極では試

料高さ 20 mm 以上でもインピーダンスは減少し続け，試料高さ 100 mm 程度で一定となっ

た．これは図-4.19 のように容器の全幅にわたって電極が存在するため電流経路が限定的と

ならず，電流線の屈曲あるいは減少の影響が比較的小さくなったと考えられる． 

以上の試験結果より，電極間隔 30 mm，電極面積 500 mm2 以下と電極を小さくしても材

料分離，とくに粗骨材の集中を評価できる可能性を見出せた． 
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小型の板状電極 棒状電極 

 
(a) 平面図 

 
(a) 平面図 

 
(b) 側面図（試料高さ 10 mm） 

 
(b) 側面図（試料高さ 10 mm） 

 
(c) 側面図（試料高さ 50 mm） 

 
(c) 側面図（試料高さ 50 mm） 

 
(d) 側面図（試料高さ 100 mm） 

 
(d) 側面図（試料高さ 100 mm） 

 
(e) 側面図（試料高さ 150 mm） 

 
(e) 側面図（試料高さ 150 mm） 

図-4.16 電極の設置方法 
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図-4.17 試料高さと電圧デジタル信号の関係（小型の板状電極） 
 

 

図-4.18 試料高さとインピーダンスの関係（棒状電極） 
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 板状電極 棒状電極 
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図-4.19 電流線のイメージ 

 

次に，電極面積をさらに小さくしたときの材料分離の評価の可能性を確認する．写真-4.1

に試験容器を示す．ポリ塩化ビニル管（φ100 mm）を鉛直に静置し，底面から 50 mm の高

さの側面に孔を開け，棒状電極（φ1.2 mm，SUS304）を挿入して内面から 1 mm 突出させ

て固定した．つまりコンクリートと電極が点で接触する状態とした．コンクリートと接触可

能な電極面積は 5 mm2である． 

表-4.3 にコンクリートの計画配合を示す．セメントは早強ポルトランドセメント（密度

3.14 g/cm3），細骨材は砕砂（表乾密度 2.60 g/cm3），粗骨材は砕石（表乾密度 2.70 g/cm3，最

大寸法 20 mm），化学混和剤はリグニンスルホン酸化合物とポリカルボン酸エーテルの複合

体の AE 減水剤を用いた．図-4.20 の順序でコンクリートを底面から高さ 150，250，450，

650，850 mm まで投入し，その都度突き棒と木槌で締固めを行ってからインピーダンスを測

定した．インピーダンス測定には LCR メータ（三和電気計器製，LCR700，最高確度±（0.3 % 

rdg.+3 dgt.））を用い，測定周波数 10 kHz，信号レベル 0.63 Vrms とした． 

図-4.21 に試料高さとインピーダンスの関係を示す．インピーダンスは試料高さが大きく

なるに従って上昇を続け，試料高さ 450 mm 以降は緩やかとなった．この傾向は下層への粗

骨材の沈降による電流経路の大きな屈曲の影響と考えられ，試料高さが大きくなるにした

がい，粗骨材がより沈降していったことを捉えていると考えられる．坂井ら 3) と白石ら 4) 

の研究においても同様の点電極を用いたフレッシュコンクリートの電気抵抗測定により材

料分離を評価できる可能性があるとしている．したがって，電極面積が 5 mm2 と極端に小

さい点電極であっても粗骨材分布の変化を捉えられる可能性がある． 
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写真-4.1 試験容器 

 

表-4.3 計画配合 

 
 

 
図-4.20 コンクリート打込み順序 
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図-4.21 試料高さとインピーダンスの関係（点電極） 

 

4.5 まとめ 
4 章では，建設現場に電極を用いたセンサを適用するにあたって，センサ設置の容易さ，

型枠取外し後の美観，鉄筋の影響等を考慮して可能な限り小さいセンサを要件として，電極

間隔，電極面積，および電極間隔と電極面積の関係について検討し，以下の知見を得た．た

だし，最大寸法 20 mm の粗骨材を用いたコンクリートのインピーダンス測定結果から得た

知見であり，粗骨材の最大寸法が異なれば適切な電極条件が変わる可能性がある． 

(1) 1 対の板状電極の電極間隔を 30 mm 以下，電極面積を 500 mm2 以下としたとき，材料

分離，とくに粗骨材の集中を評価できる可能性が高い． 

(2) 電極面積が 5 mm2 と極端に小さい点電極であっても粗骨材分布の変化を捉えられる可

能性がある． 
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5 実構造物モニタリング手法の考案 

5.1 はじめに 
3 章の室内試験では細骨材および粗骨材の粒度分布を不変とし，その混合割合（細骨材率）

を変化させた配合を用いて材料分離状態を再現した．そして，フレッシュコンクリートのイ

ンピーダンスの主要な影響因子はペースト体積であり，インピーダンスの変化をおおむね

説明できることを明らかにした．さらに，細骨材率または骨材表面積の変化によるわずかな

インピーダンスの変化も反映する場合，骨材の粒度分布を用いて算出される有効ペースト

体積がインピーダンス予測に適していることを理論的に証明した．これらの関係を用いれ

ば，コンクリート打込み時に横移動によるモルタルの先流れや締固めによる骨材の沈降等

の材料分離が生じている状況を推定，すなわち粗骨材の均質性を評価できる可能性がある． 

しかしながら，実際に建設現場で生じている材料分離は細骨材率だけでなく，細骨材およ

び粗骨材の粒度分布も変化していると考えられる．したがって，建設現場においては粒度分

布に関連しない品質特性に基づく管理が好ましい．建設現場を想定した場合，粒度分布と無

関係かつフレッシュコンクリートのインピーダンスと相関性の高いペースト体積を品質特

性として用いることとする． 

本章では，ペースト体積とインピーダンスの関係に基づき，フレッシュコンクリートの均

質性評価方法（充填検知と締固め振動検知を含む）を提示する．さらに，4 章において整理

した電極間隔と電極面積を踏まえて，建設現場に均質性評価方法を適用するために最適な

センサを提示する． 

 

5.2 センサ開発の方向性 
建設現場における LCR メータを用いたインピーダンス測定は，LCR メータが精密測定機

器であること，アプリケーションの操作に習熟している必要があること，測定箇所数が限ら

れること，測定対象の部材を挟み込むような電極配置が困難であること等を考慮すると現

実的ではない．そのため，2 章で整理したフレッシュコンクリートのモニタリングセンサを

参考に，建設現場でインピーダンスを容易に測定可能な方法を考案する．表-5.1 に新たなセ

ンサの仕様を示す． 

図-5.1 に鉄筋コンクリート構造物における品質モニタリング推奨部位の例を示す．擁壁

の壁下端ではモルタルの先流れや豆板等，壁の打込みの 1 層上方では骨材の沈降やコール

ドジョイント等，底版と基礎杭の交差部等の過密な鉄筋配置では未充填等が懸念される．ま

た，擁壁のほか，柱・壁・梁から成る鉄筋コンクリート構造物においても柱の下端や柱と梁

の交差部等で同様の品質不具合が懸念される．モニタリングセンサとしては，これらの対象

部位において，材料分離，充填，および締固めをリアルタイムに評価できること，型枠取外

し後にコンクリート表面の美観を損なわないことが求められる． 

図-5.2 に覆工コンクリートにおける品質モニタリング推奨部位を示す．検査窓と妻型枠

を閉じた後は目視不可となるうえ，吹上げ口 1 箇所からの約 10 m を流動させる特殊な打込
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みとなる天端部では，材料分離のほか，天端部背面に空洞発生やブリーディング水の巻込み

による脆弱部形成，締固め不足によるコールドジョイント等の品質不具合が懸念される．モ

ニタリングセンサとしては，打込みスパン全長（例えば，10.5 m）にわたって天端部の材料

分離，充填，および締固めをリアルタイムに評価できること，多数の検知部を容易に設置で

きること，埋設した場合に力学的な弱部とならないことが求められる．なお，充填について

は，天端部背面に空気の滞留や多量のブリーディング水の集積が想定されるため，空気，ブ

リーディング水およびコンクリートの 3 種類の識別が必要となる． 

 

表-5.1 新たなセンサの仕様 
項目 既存センサの問題点 新たなセンサの仕様 

検知性能 
 充填と締固めは評価できるが

材料分離の評価は検討段階． 

 材料分離，充填，締固めを全て

評価できる． 

センサ形状 

 埋設するとセンサ部が断面欠

損となる． 

 極力小さく薄い． 

 コンクリートの美観を損なわ

ない． 

セ
ン
サ
取
付
け 

鉄 筋 コ ン

ク リ ー ト

構造物 

 コンクリート表面にセンサや

ケーブルが露出するため型枠

に取り付けられない． 

 型枠に容易に取り付けられる． 

覆 工 コ ン

ク リ ー ト

天端部 

 検知部毎にケーブルを配線す

るため広範囲への取付けは現

実的でない． 

 広範囲に多数の検知部を容易

に設置できる． 

 

 
図-5.1 鉄筋コンクリート構造物における品質モニタリング推奨部位の例 

 

壁

底版

基礎杭

壁の打込みの1層上方

壁下端

過密な鉄筋配置部
（底版と基礎杭の交差部）
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図-5.2 覆工コンクリートにおける品質モニタリング推奨部位 

 

5.3 検知原理 
5.3.1 材料分離・充填の検知原理 
図-5.3 に材料分離・充填検知部のブロック図を示す．材料分離・充填検知部は並列配置し

た 2 つの板状電極で構成する．打込み中のコンクリートの粗骨材分布や電極間が空気から

コンクリートへ満たされていく様子を電極間のインピーダンスの変化として捉えようとす

るものである． 

建設現場においては LCR メータのような精密測定機器を用いてインピーダンスを出力す

るのは困難なため，図-5.3 のブロック図に示すとおり簡易的に電圧に代替して測定する．は

じめに，電極に基準抵抗 Z2 を直列接続する．電極間のインピーダンス Z1 と基準抵抗 Z2 の

直列回路に電圧 E を印可したとき，電気抵抗の大きさに比例して電圧が分配されることを

利用し，式（5.1）を用いて電極間の電圧 V1 を測定する．基準抵抗 Z2 の大きさは，電極間の

インピーダンス Z1 を想定し，電極間の電圧 V1 が適切な大きさで測定できるまで様々な大き

さの基準抵抗 Z2 を試行して決定する．なお，アナログ信号はプログラム上でデータとして

取り扱えないことから，電極間の電圧 V1 は印可電圧 E を 10 ビット（1,024）で分割したと

きの相対値として変換した無次元データ（以下，電圧デジタル信号という）として出力する． 

 

𝑽𝑽𝟏𝟏 =
𝒁𝒁𝟏𝟏

𝒁𝒁𝟏𝟏 + 𝒁𝒁𝟐𝟐
∙ 𝑬𝑬 (5. 1) 

 

ここに，V1 ：電極間の電圧（V） 

E ：印可電圧（V） 

Z1 ：電極間のインピーダンス（Ω） 

Z2 ：基準抵抗（Ω） 

 

防水シート

天端部背面

吹上げ方式による
打込み（天端部）

検査窓からの打込み
（側壁部・肩部）
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図-5.3 材料分離・充填検知部のブロック図 
 

5.3.2 締固め振動の検知原理 
コンクリートの締固めに用いる棒状バイブレータの周波数には 200～240 Hz 程度の高周

波が用いられている．棒状バイブレータからの振動がフレッシュコンクリート中を伝播し

ても周波数はほとんど変化しないが振幅は減衰する 1) ため，このような特徴を有する締固

めに有効な振動を捉える必要がある． 

図-5.4 に締固め振動検知部のブロック図を示す．締固め振動検知部は，図-5.5 に示す圧電

体の機能のうち，振動等の機械的エネルギーを与えることで電圧（電気的エネルギー）を発

生するという圧電効果を利用する．圧電膜を薄膜電極で挟んだ圧電素子を締固め振動検知

部として用い，バイブレータ振動部から発振された振動を捉えて電圧を発生させ，その周波

数と振幅をもとに締固め程度の目安として，振動累積時間を出力する． 

 

 
図-5.4 締固め振動検知部のブロック図 

 

交流電圧 E

基準抵抗 Z2

～

V
電圧計 V1

電極間のイン
ピーダンス Z1

電極間のインピーダンス
を測定しやすいバランス
の基準抵抗を配置

電極

V 電圧計圧電体

電極

電極
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図-5.5 圧電体の機能 
 

5.4 プロトタイプの試作 
5.3 節で示した 2 種類の検知原理を用いて，建設現場に適用するためのセンサのプロトタ

イプ（以下，プロトタイプという）を試作した．表-5.1 のセンサ形状に整理したとおり，断

面欠損とならないように極力小さく薄いこと，コンクリート表面の美観を損なわないこと

を念頭に置いてセンサ形状を設計した． 

写真-5.1 にプロトタイプの形態，図-5.6 にセンサ断面図を示す．厚さ 0.1 mm 程度のシー

ト基材の両面を利用し，一方の面（コンクリートと接する側）に材料分離・充填検知部，他

方の面（接着側）に締固め振動検知部と配線をそれぞれ配置した．各検知部および配線は，

ペースト塗布またはスプレーコーティング 2) 等の薄膜技術によりシート基材上に厚さ 0.01 

mm オーダーで形成されている．配線は，シート基材の接着側へ全て集約し，接着層兼絶縁

層（厚さ 0.4 mm）で被覆している． 

 

 
写真-5.1 プロトタイプの形態 

 

圧電体 圧電体

振動・圧力・衝撃など
（機械的エネルギー）

電圧
（電気的エネルギー）

電圧
（電気的エネルギー）

変位・振動・音波など
（機械的エネルギー）

圧電効果 逆圧電効果

＋

電極
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図-5.6 センサ断面図 
 

5.4.1 材料分離検知の性能 
プロトタイプを用いて材料分離評価について検証を行った．表-5.2 に計画配合と体積構

成比を示す．C1-3 を標準配合とし，単位粗骨材体積を±25，±50 %とした配合を加え，計

5 配合とした．セメントは普通ポルトランドセメント（密度 3.16 g/cm3），細骨材は山砂（表

乾密度 2.56 g/cm3），粗骨材は砕石（表乾密度 2.64 g/cm3，最大寸法 20 mm），化学混和剤は

リグニンスルホン酸塩，オキシカルボン酸塩，ポリカルボン酸系化合物から成る AE 減水剤

を用いた．これらの材料を 20 ℃の恒温室に保管し，常に一定温度に保持した．水は 20 ℃に

調整された水道水を使用した． 

図-5.7 にプロトタイプによる電圧デジタル信号測定方法，図-5.8 に LCR メータ（HIOKI

製，IM3536，基本確度±0.05% rdg.）によるインピーダンス測定方法を示す．インピーダン

スは比較用データとした．プロトタイプはプラスティック製容器（幅 145 mm×215 mm，高

さ 160 mm）の短辺側面の底面から 50 mm の高さに検知部を 1 箇所，LCR メータの電極は

同容器の短辺側面に鉛直方向に棒状電極（φ3.0 mm，SUS304）を各 1 本配置した．各配合

を練り混ぜ，セメントの接水から 15 分経過後，容器に高さ 100 mm までコンクリートを投

入し，適度に叩きを行ってからプロトタイプと LCR メータを用いて電圧デジタル信号とイ

ンピーダンスをそれぞれ測定した．印可する測定信号レベルは 5 Vrms とした． 

 

表-5.2 計画配合と体積構成比 

 

締固め振動検知部

材料分離・充填検知部

配線

シート基材

接着層兼絶縁層

配線
型枠または防水シート

0.
6m

m

型枠または防水シート側

コンクリート側

電極 電極

W C S G

C1-1 N 58 33.6 3.1 126 217 663 1354

C1-2 N 58 41.5 3.1 148 255 778 1130

C1-3 N 58 50.6 3.1 170 293 896 903

C1-4 N 58 60.7 3.1 192 331 1014 676

C1-5 N 58 72.1 3.1 214 369 1129 451

記号
W/C
(%)

s/a
(%)

S/C
( - )

単位量（kg/m3
）

体積構成比
セメント
の種類
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(a) 平面図 

 
(b) 側面図 

図-5.7 電圧デジタル信号測定方法（プロトタイプ） 

 

 

(a) 平面図 

 

(b) 側面図 

図-5.8 インピーダンス測定方法（LCR メータ） 
 

図-5.9 にプロトタイプを用いて測定したペースト体積と電圧デジタル信号の関係，図-

5.10 に LCR メータを用いて測定したペースト体積とインピーダンスの関係を示す．プロト

タイプで測定した電圧デジタル信号は，LCR メータで測定したインピーダンスと同様に右

肩下がりの直線的な関係となった．したがって，LCR メータを用いたインピーダンス測定

と同様に，プロトタイプを用いた電圧デジタル信号の測定によって材料分離評価が可能と

考えられる． 

 

 

図-5.9 ペースト体積と電圧デジタル信号の関係（プロトタイプ） 

215㎜
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14
5㎜棒状電極

LCRメータ

プ ラ ス
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図-5.10 ペースト体積とインピーダンスの関係（LCR メータ） 

 

5.4.2 充填検知の性能 
次に，プロトタイプを用いて充填評価について検証を行った．表-5.3 に計画配合と体積構

成比を示す．使用材料はコンクリートを除き前述の材料分離評価の検証に用いたものと同

じである．コンクリートはレディーミクストコンクリート工場で製造したものを使用した．

ブリーディング水の水セメント比は採取可能な範囲とした． 

図-5.11 にプロトタイプによる電圧デジタル信号測定方法，図-5.12 にインピーダンスア

ナライザ（HIOKI 製，IM3570，基本確度±0.08% rdg.）によるインピーダンス測定方法を示

す．インピーダンスは比較用データとした．プロトタイプはプラスティック製容器（幅 145 

mm×215 mm，高さ 160 mm）の長辺側面の底面から 25 mm の高さに検知部を 1 箇所，イン

ピーダンスアナライザの電極は同容器の短辺側面の鉛直方向に板状電極（幅 50 mm，厚さ

1.0 mm，SUS304）を各 1 枚配置した．各配合ともセメントの接水から 60 分経過後，容器に

高さ 50 mm までコンクリートを投入し，適度に叩きを行ってからプロトタイプとインピー

ダンスアナライザを用いて電圧デジタル信号とインピーダンスをそれぞれ測定した．印可

する測定信号レベルは 5 Vrms とした．なお，試料高さはブリーディング水の採取可能な量

に合わせて統一した． 
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表-5.3 計画配合と体積構成比 

 
 

 
(a) 平面図 (b) 側面図 
図-5.11 電圧デジタル信号測定方法（プロトタイプ） 

 

 
(a) 平面図 (b) 側面図 

図-5.12 インピーダンス測定方法（インピーダンスアナライザ） 
 

図-5.13 にプロトタイプを用いて測定した電圧デジタル信号，図-5.14 にインピーダンス

アナライザを用いて測定したインピーダンスを示す．一般的に使用される水セメント比で

比較しやすいように横軸は水セメント比とした．双方とも試料の種類毎に段階的に異なる

値を示し，大きい値の順ではコンクリート，モルタル，ブリーディング水となった．なお，

空気の値は図示していないが，電圧デジタル信号は 930 でコンクリートの約 3.2～3.8 倍，

インピーダンスは 480 MΩでコンクリートの 106 倍であった．これらの結果は，空気，ブリ
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ーディング水およびコンクリートを識別するための閾値設定が可能であることを示してい

る． 

 

 
図-5.13 電圧デジタル信号の測定結果（プロトタイプ） 

 

 
図-5.14 インピーダンスの測定結果（インピーダンスアナライザ） 

 

5.4.3 締固め振動検知の性能 
写真-5.2 に小型型枠を用いた振動試験状況を示す．小型木製型枠（幅 300×300 mm，高さ

500 mm）の高さ 400 mm の位置に棒状バイブレータ挿入孔付きの蓋を設置し，その下側に

防水シート（厚さ 0.8 mm）を敷設し，覆工コンクリート天端部を簡易的に模擬した．振動

測定に用いるプロトタイプは防水シートに貼り付けた．表-5.3 のモルタルの配合 M4-5 を小

型木製型枠に投入後，棒状バイブレータ（振動部直径φ52 mm，インバータ出力周波数 200 

Hz に設定）を挿入・加振し伝播する振動を測定した． 

図-5.15 にプロトタイプの締固め振動検知部が出力した電圧の波形を示す．あらかじめ設
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定した棒状バイブレータの周波数である約 200 Hz（周期 5.0 ms）の波形が確認された．した

がって，プロトタイプにより棒状バイブレータの振動を捉えられる可能性があると考えら

れた．なお，プロトタイプによる出力電圧の周波数は，200 Hz 付近以外にも離散的に複数

確認された．これらの周波数は，棒状バイブレータ振動部の内蔵モータや周辺の電子機器等

に起因する電磁ノイズと推定された．そこで，フィルタの設定により電磁ノイズ低減を図る

こととした． 

 

写真-5.2 小型木製型枠を用いた振動試験の概要 
 

 

図-5.15 モルタル中の振動伝播 

 
写真-5.3 にモックアップ試験の概要を示す．長尺の木製型枠（幅 400 mm，高さ 500 mm，

長さ 10.5 m）の内側の側面に防水シート（厚さ 0.8 mm）と透水性緩衝材（厚さ 3 mm）を敷

設した．壁状コンクリート構造物と覆工コンクリート天端部の双方を実規模で模擬したも
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のである．振動測定に用いるプロトタイプの締固め振動検知部の大きさは長辺 60 mm×短

辺 10 mm とし，側面の防水シートの中間高さ付近に全 11 箇所設置した． 

表-5.4 にコンクリートの計画配合を示す．セメントは高炉セメント B 種（密度 3.04 g/cm3）

を使用した．細骨材は砕砂（S1，表乾密度 2.58 g/cm3）と石灰砕砂（S2，表乾密度 2.67 g/cm3）

と細目砂（S3，表乾密度 2.58 g/cm3），粗骨材は最大寸法 20 mm とし砕石（G1，表乾密度 2.62 

g/cm3）と石灰砕石（G2，表乾密度 2.69 g/cm3）を混合して使用した．化学混和剤はポリカル

ボン酸系化合物とリグニンスルホン酸塩および変性ポリオールを主成分とする AE 減水剤

を使用した． 

 

写真-5.3 モックアップ試験の概要 
 

表-5.4 計画配合 

 
 

コンクリートを木製型枠に投入後，棒状バイブレータ（振動部直径φ52 mm，インバータ

の出力周波数 200 Hz に設定）の挿入位置を順次変えて加振し，各締固め振動検知部へ伝播

する振動を測定した．図-5.16～図-5.18 に棒状バイブレータ中心部と締固め振動検知部との

離隔が 30 mm，100 mm，300 mm のときにプロトタイプの締固め振動検知部が出力した電圧

の波形を示す．いずれの離隔においても出力電圧の周波数は約 180 Hz（周期 5.5～5.6 ms）

であり，離隔による低下は認められなかった．振動部の周波数（200 Hz）と比べて低下した
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抗を受け，角速度が低下したことが原因と考えられる．また，離隔が大きくなるにしたがい，

電圧振幅は減衰した．モックアップ試験の結果を受けて，コンクリート中を伝播する振動を
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mm2 とした．なお，小型木製型枠を用いた試験と同様に出力電圧の周波数は複数確認された

が，離隔による電圧振幅の減衰が認められない周波数帯や振動部の周波数よりも大きい周

波数帯は電磁ノイズ等の考慮すべきでないものと考えられる． 

 

 

図-5.16 コンクリート中の振動伝播（離隔 30 mm） 
 

 

図-5.17 コンクリート中の振動伝播（離隔 100 mm） 
 

 

図-5.18 コンクリート中の振動伝播（離隔 300 mm） 
  

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10

電
圧

（
m

V）

時間（s）

周期5.5ms
振幅112mV

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10

電
圧

（
m

V）

時間（s）

周期5.6ms
振幅81mV

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10

電
圧

（
m

V
）

時間（s）

周期5.6ms
振幅18mV



75 
 

5.4.4 均質性評価の実現可能性 
図-5.19 に木製型枠を用いた振動試験概要を示す．型枠寸法は幅 200×200 mm，高さ 1,000 

mm とした．写真-5.4 に型枠全景，写真-5.5 にプロトタイプの設置状況を示す．型枠底部か

ら 100 mm と 800 mm の高さの側面にプロトタイプを設置した．表-5.2 の C1-3 を型枠底部

から 900 mm の高さまで投入後，棒状バイブレータを挿入し連続して 1 分程度の振動を 4 回

に分けて付与し，電圧デジタル信号および振動累積時間を連続的に取得した．その後，上部

と下部それぞれ高さ 200 mm の範囲のコンクリートを取り出して，空気量試験，ウェットス

クリーニング後に細骨材率とペースト体積の測定を実施した．なお，型枠は空気量試験とウ

ェットスクリーニング用にコンクリートを取り出しやすくするために下部200 mm，上部200 

mm が切り離せるように加工した． 

写真-5.6 に振動試験状況，写真-5.7 に振動付与後の上部の状況を示す．上部では振動付与

の影響で空気泡やペーストが集まっている状況を目視で確認できる．図-5.20 に振動累積時

間の経時変化，図-5.21 に電圧デジタル信号の経時変化を示す．経過時間 0～1 分のとき，上

下部センサでは豆板状態に近い電圧デジタル信号となっている．その後，締固めが開始され

る経過時間 4 分までは上下部センサともに同程度の電圧デジタル信号で落ち着いており，

充填状態に近い．経過時間 4 分以降は締固めが過度に繰り返され，上部センサは電圧デジタ

ル信号が徐々に低下し，下部センサは徐々に上昇した．この上下部センサの電圧デジタル信

号の乖離は材料分離が生じていることを示している． 

 

 

図-5.19 木製型枠を用いた振動試験概要 
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写真-5.4 型枠全景 

 
写真-5.5 プロトタイプの設置状況 

 

 

 
写真-5.6 振動試験状況 

 
写真-5.7 振動付与後の上部の状況 
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図-5.20 振動累積時間の経時変化 

 

 
図-5.21 電圧デジタル信号の経時変化 

 

表-5.5 に空気量試験とウェットスクリーニングの結果を示す．加振後の空気量は上部の

目視観察どおり，振動付与により下部の空気が上部へ移動していた．細骨材率とペースト体

積はともに大きく変動した．過度に振動を加えたため，加振前後のペースト体積の変化は

C1 シリーズのペースト体積変化より大きくなったが，電圧デジタル信号の経時変化をモニ

タリングすることで材料分離の有無やその程度を推定できると考えられる． 

 

表-5.5 空気量試験とウェットスクリーニングの結果 
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5.4.5 温度と経過時間の影響 
3 章の室内試験では，一定のコンクリート温度とセメント接水後の経過時間を条件にイン

ピーダンスを測定した．しかし，建設現場では季節や時間帯によってコンクリート温度が変

わり，レディーミクストコンクリート工場との位置関係によって運搬時間すなわちセメン

ト接水後の経過時間が変わる．3.4 節や 5.4.1 項で示したペースト体積とインピーダンスの

関係も厳密に言えば変化する．そこで，本項では温度とセメント接水後の経過時間の影響，

それに伴うキャリブレーションの必要性について検討する． 

 

(1) 温度の影響 
電気伝導率計では，水溶液に含まれるイオンは温度の状態によりその移動性と解離が増

え電気伝導率が増減する 3) ため，様々な温度の特定水溶液における電気伝導率を事前に定

めた温度（通常 25 ℃）における電気伝導率値に換算している．図-5.22 に水溶液の一般的

な温度と電気伝導率の関係を示す．温度が上昇すると水溶液の電気伝導率は上昇し，温度あ

たりの電気伝導率の増加量を温度係数βとしたとき，あらかじめ実験的に求めた温度範囲 2

点から式（5.2）を用いてβを求める 3)~6)．なお，βは温度領域毎に異なるが，通常 2.0 %/℃

がよく用いられている 3), 4)．そして，任意の温度 t における電気伝導率の測定値から式（5.3）

を用いて基準温度 25 ℃のときの電気伝導率 K25を求める． 

 

 
図-5.22 水溶液の一般的な温度と電気伝導率の関係 
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ここに，β ：温度係数（%/℃） 
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ここで，表-5.6 のペーストについて，温度とインピーダンスの関係を試験によって求め

た．インピーダンスの測定方法は図-5.8 と同様とした．図-5.23 にペーストの温度とインピ

ーダンスの関係を示す．電気伝導率計と同様に温度係数を求め，これまで室内試験で基準温

度としていた 20℃のときのインピーダンスを算出可能だが，材料分離（とくに粗骨材の集

中）や充填（コンクリートとブリーディング水の識別含む）の評価ではインピーダンスであ

れば 100 Ω オーダーの変化となるため，温度によるインピーダンスへの影響は無視できる

ほど小さいと考えられる． 

 

表-5.6 計画配合 

 
 

 
図-5.23 温度とインピーダンスの関係 

 

(2) 経過時間の影響 
村上ら 7) によれば，電気伝導率（電気抵抗率の逆数）はセメント接水後から上昇し 130～

250 分をピークに下降に転じた．三坂ら 8) によれば，電気抵抗はセメント接水後から下降し

約 120 分で上昇に転じた．電気伝導率は電気抵抗率の逆数であるから，変化の傾向としては

電気抵抗と逆となる．電気抵抗で表現するならば，セメント接水後はイオンの溶出に伴い電

気が流れやすくなり電気抵抗が下降するが，時間が 120～250 分を経過した頃を境に電気抵

抗が上昇し始め，凝結，硬化を経て電気抵抗はさらに上昇し，フレッシュコンクリートに比

べて電気を通しにくい特性を持つようになる． 

図-5.24 に表-3.2 の配合のうち C2-3 のインピーダンスとセメント接水後の経過時間の関

係を示す．セメント接水直後のインピーダンスは一時上昇期があるが，その後は既往の研究

と整合する変化となった．インピーダンスの底は約 350 分となり，既往の研究の結果より少
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し遅いタイミングであった． 

練り混ぜてから打ち終わるまでの時間は，外気温が 25 ℃以下のときで 2 時間以内，25 ℃

を超えるときで 1.5 時間以内を標準とする 9) ことから，セメント接水後の経過時間について

は，2 時間までのインピーダンスの経時変化を考慮する必要がある．図-5.25 に C2-3 のセメ

ント接水後の経過時間とインピーダンスの関係（120 分まで）を示す．電気伝導率計の温度

補正と同様に時間係数を求め，これまで室内試験で基準時間としていた 15 分のときのイン

ピーダンスを算出可能である．しかし，材料分離（とくに粗骨材の集中）や充填（コンクリ

ートとブリーディング水の識別含む）の評価ではインピーダンスであれば 100 Ω オーダー

の変化となるため，経過時間によるインピーダンスへの影響は無視できるほど小さいと考

えられる． 

 

 
図-5.24 接水からの経過時間とインピーダンスの関係 

 

 
図-5.25 接水からの経過時間とインピーダンスの関係（120 分まで） 
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5.5 適用部位に応じたセンサ開発 
5.5.1 パッチ型センサ 
鉄筋コンクリート構造物の過密な鉄筋配置部に最適なセンサとして，写真-5.8 のパッチ

型センサを考案した．具体的な適用部位として，図-5.26 の底版と基礎杭の交差部や壁・柱・

梁交差部等を想定している．そのほかにコンクリートに埋設される配管や箱抜き（設備や開

口等のコンクリートを充填しない範囲に設置する型枠）下部等の空洞が発生しやすい部位

への適用も考えられる．これらの部位へ適用するため，プロトタイプの構造を踏襲して極力

小さく薄い形状とした．材料分離・充填検知部はシート基材に並列配置した 2 つの板状電極

で構成し，インピーダンスに代えて電圧デジタル信号を出力する．締固め振動検知部は圧電

膜を薄膜電極で挟んだ圧電素子で構成し，振動累積時間を出力する．厚さ 0.1 mm 程度のシ

ート基材のコンクリートと接する側に材料分離・充填検知部，その反対側に締固め振動検知

部と配線をそれぞれ配置した． 

また，レディーミクストコンクリート工場，荷卸し場所，および圧送ホース吐出口（長距

離圧送時）において，電圧デジタル信号を取得する場合にも適用できる．写真-5.9 に示すと

おり試験容器の側面に設置して使用する． 
 

 
写真-5.8 パッチ型センサの形態 

 

 
図-5.26 パッチ型センサの最適な適用部位 

電極

厚さ0.6mm

データレコーダ

壁

底版

基礎杭

過密な鉄筋配置部
（底版と基礎杭の交差部）
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写真-5.9 パッチ型センサの試験容器への設置状況 

 
5.5.2 シート状センサ 

覆工コンクリート天端部に最適なセンサとして，写真-5.10 のシート状センサ 10)~13) を考

案した．図-5.27 に示す覆工コンクリート天端部の打込みスパン（例えば，10.5 m）全長に

わたってモニタリングできるように多数の検知部を備えた長尺のシート状形状とした．な

お，取付け方法が限定されるが鉄筋コンクリート構造物への適用も可能である．センサ構造

はパッチ型センサと同様で，材料分離・充填検知部はシート基材に並列配置した 2 つの板状

電極で構成し，インピーダンスに代えて電圧デジタル信号を出力する．締固め振動検知部は

圧電膜を薄膜電極で挟んだ圧電素子で構成し，振動累積時間を出力する．厚さ 0.1 mm 程度

のシート基材のコンクリートと接する側に材料分離・充填検知部，防水シートに接着する側

に締固め振動検知部と配線をそれぞれ配置した．図-5.28 のシート状センサ概要図，図-5.29

のシート状センサ平面図のとおり，パッチ型センサと異なるのは長尺のシート状である点

と各検知部をそれぞれ最大 11 箇所ずつ配置している点である．配線がシート基材の接着側

へ全て集約してあるため，多数の検知部を備えているにもかかわらず，従来のセンサに比べ

てセンサ設置作業が容易になっている． 

 

 

写真-5.10 シート状センサの形態 

配線データレコーダ

50mm

厚さ0.6mm
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(a) 覆工コンクリート断面図 (b) 覆工コンクリート鳥観図 

図-5.27 シート状センサの最適な適用部位 

 

 

 

(a) 材料分離・充填検知部 

 

 
(b) 締固め振動検知部 

図-5.28 シート状センサ概要図 

防水シート

天端部背面

センサ設置範囲
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図-5.29 シート状センサ平面図 
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5.5.3 点電極センサ 
鉄筋コンクリート構造物の壁や柱に最適なセンサとして，図-5.30 の点電極センサを考案

した．図-5.31 に示すように壁状鉄筋コンクリート構造物であれば，壁下端や壁の打込み 1

層上方への取付けを想定している．取付け対象は木製型枠専用とした．センサ構造はパッチ

型センサとシート状センサとは異なり，φ35 mm×厚さ 12 mm の円柱部に材料分離・充填

検知部となる 1 対の点電極を内蔵する．点電極の中心間隔は 30 mm とした．測定原理はプ

ロトタイプと同様で，インピーダンスに代えて電圧デジタル信号を出力する．そのほか，締

固め振動を検知するセンサ，コンクリートの側圧を検知する圧力センサ，および温度センサ

等のセンサも内蔵可能とした．これらのデータは無線で送信されるため配線は不要である． 

点電極センサは，木製型枠にφ35 mm の孔を設けた後，各種センサが内蔵してある円柱部

を挿入し木ねじ 4 本で固定する．型枠取外し後のコンクリートにほとんどセンサ痕跡を残

さないように型枠内面から突出しない形状とした． 

 
(a) 型枠内面側 (b) 型枠外面側 

図-5.30 点電極センサの形態 
 

 
図-5.31 点電極センサの最適な適用部位 
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点電極センサの材料分離評価についてプロトタイプと同様に表-5.2 の計画配合を用いて

検証を行った．図-5.32 に点電極センサによる電圧デジタル信号の測定方法を示す．点電極

センサは木製試験容器（厚さ 12 mm，幅 200 mm×200 mm，高さ 200 mm）の側面の底面か

ら 100 mm の高さに配置した．各配合ともセメントの接水から 15 分経過後，容器に高さ 200 

mm までコンクリートを投入し，適度に叩きを行ってから点電極センサを用いて電圧デジタ

ル信号を測定した． 

図-5.33 にペースト体積と電圧デジタル信号の関係を示す．点電極センサで測定した電圧

デジタル信号は，5.4.1 項において同じ計画配合に対して LCR メータで測定した図-5.10 の

インピーダンスと同様に右肩下がりの直線的な関係となった．したがって，点電極センサを

用いた電圧デジタル信号の測定によって材料分離評価が可能と考えられる． 

参考として図-5.34 に電圧デジタル信号と側圧と温度の測定例を示す．電極にコンクリー

トが接触した後，側圧と温度が上昇している様子をモニタリングできている．側圧は型枠計

画時の設計荷重との比較により変形防止に反映できる．温度は積算温度等を利用すること

で強度を推定し取外し時期の決定に反映できる．このように，材料分離，充填，締固めのほ

かに有用な情報を提供することでセンサの普及が期待できる． 

 
図-5.32 電圧デジタル信号の測定方法（点電極センサ） 

 

 
図-5.33 ペースト体積と電圧デジタル信号の関係（点電極センサ） 
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図-5.34 電圧デジタル信号と側圧と温度の測定例 

 

5.6 まとめ 
5 章では建設現場に均質性評価方法を適用するにあたり，ペースト体積とインピーダンス

の関係を利用する方法にシフトした．また，建設現場でのモニタリングに適したセンサを対

象部位に応じて 3 種類開発し，インピーダンスに代えて電圧デジタル信号で均質性評価が

可能であることを示した．さらに，温度と経過時間の影響については均質性評価には無視で

きるほど小さいことから考慮しないとした．5 章の成果として，表-5.7 に開発したセンサの

適用推奨部位を整理した． 
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表-5.7 開発したセンサの適用推奨部位 

部位 懸念される品質不具合 センサの適否＊ 
パッチ シート 点電極 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物 

壁・柱下端  圧送ホースや棒状バイブレータが最も

挿入しにくく，目視が難しい場所のた

め材料分離や豆板等が発生しやすい． 

○ 

(型枠) 

○ 

(鉄筋) 

◎ 

(型枠) 

壁・柱の打込

みの 1 層上方 

 打込みの 1 層の高さはバイブレータの

締固め能力を考慮して 40～50 cm 以下

を標準としているが，締固め能力以上

の高さを打ち込み，締固め不足となる

可能性がある． 

 打ち重ねるときは下層に棒状バイブレ

ータを 10 cm 程度挿入する必要がある

が下層に挿入できずコールドジョイン

トを発生させたり，必要以上に下層に

挿入し粗骨材を沈降させたりする可能

性がある． 

○ 

(型枠) 

○ 

(鉄筋) 

◎ 

(型枠) 

過密な鉄筋配

置部（底版と

基礎杭の交差

部／壁・柱・梁

の交差部） 

 底版下面鉄筋と基礎杭鉄筋（場所打ち

杭）または杭頭補強鉄筋（既成杭）の

交差部は過密な鉄筋配置となるため，

コンクリートの回り込み不足や締固め

不足になりやすい． 

 壁・柱・梁交差部も上記同様の品質不

具合の可能性がある． 

◎ × × 

覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
天
端
部 

天端部背面  吹上げ口から約 10 m 流動させるため

材料分離が生じる可能性がある． 

 検査窓と妻型枠を閉じた後は完全に不

可視部となる．充填と締固め完了の確

認ができず，天端部背面に空洞，ブリ

ーディング水の巻込みによる脆弱部，

コールドジョイント等が発生する可能

性がある． 

○ ◎ × 

＊センサの適否の説明 

 記号 ：◎ 最適，○ 可，× 不可 

 型枠 ：センサ設置場所が型枠であることを示す． 

 鉄筋 ：センサ設置場所が鉄筋であることを示す． 
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6 実構造物への適用性確認試験 

6.1 はじめに 
5 章で考案したモニタリングに適した各種センサは，室内試験において LCR メータ等で

測定したインピーダンスに整合する電圧デジタル信号を出力した．本章では，シート状セン

サ 1)～4) を壁状鉄筋コンクリート構造物と覆工コンクリート天端部へ適用し，実構造物にお

いて室内試験との整合性，均質性評価の実現可能性，耐久性等について確認し，建設現場へ

適用するときの改善点や留意点を明らかにする． 

 

6.2 壁状鉄筋コンクリート構造物 
図-6.1 と図-6.2 に示す壁状鉄筋コンクリート構造物の打込みロット下端，延長 10 m の範

囲の木製型枠内面にシート状センサ（材料分離・充填検知部 11 箇所，締固め振動検知部 11

箇所）を設置した．写真-6.1，写真-6.2 にシート状センサの設置状況を示す．シート状セン

サのコネクタ側は型枠同士の接合部から取り出し，データレコーダに接続した． 

表-6.1 にコンクリートの計画配合を示す．セメントは高炉セメント B 種（密度 3.04 g/cm3），

細骨材は砕砂（S1，表乾密度 2.65 g/cm3）と砂（S2，表乾密度 2.59 g/cm3），粗骨材は砕石（表

乾密度 2.70 g/cm3，最大寸法 20 mm），化学混和剤はポリカルボン酸ポリエーテル系の AE 減

水剤を用いた．打込み中は材料分離・充填検知部が出力する電圧デジタル信号と締固め検知

部が出力する振動累積時間を連続的に測定した． 

 
図-6.1 平面図（A-A 断面） 

 

 
図-6.2 側面図（B-B 断面） 

シート状センサ

シート状センサ

打込み範囲
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写真-6.1 シート状センサ設置状況 

 
写真-6.2 シート状センサ取出し部 

 

表-6.1 計画配合 

 

 

 
図-6.3 全検知部の電圧デジタル信号の経時変化 

 

図-6.3 にシート状センサの全検知部の電圧デジタル信号の経時変化を示す．コンクリー

トが検知部に接触する前は，断線検知用のカーボンの電圧デジタル信号（600～700 程度）

を示しているが，コンクリートに接触すると 200 前後の値まで急激に低下した． 

図-6.4～図-6.5 に各検知部における電圧デジタル信号と振動累積時間の関係を示す．いず

れの検知部においても電圧デジタル信号の降下後，振動累積時間が上昇した．つまり，コン

クリートが打ち込まれた後，棒状バイブレータにより振動が付与されたことが可視化され

ている．また，多くの検知部で振動付与前は電圧デジタル信号が 300～500 程度を示してい
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たが，振動付与後は 200 程度まで低下した．これは，電気抵抗は電極面積に反比例する 5)こ

とから，電圧デジタル信号が低下する過程は電極にコンクリートが部分的に接触している

状態で，電圧デジタル信号が 200 程度になったとき電極が完全にコンクリートで満たされ

たことを表していると考えられる．4.3 節の室内試験で明らかにした電極面積と電圧デジタ

ル信号の関係のとおりである． 

 

 
(a) CH1 

 

 
(b) CH2 

 

 

(c) CH3 

 

 
(d) CH4 

 

 

(e) CH5 
 

(f) CH6 

図-6.4 各検知部の電圧デジタル信号と振動累積時間の経時変化（CH1～CH6） 
 

0

100

200

300

400

0

200

400

600

800

9:00 9:20 9:40 10:00 10:20

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

電圧信号(CH1)
振動時間(CH1)

0

100

200

300

400

0

200

400

600

800

9:00 9:20 9:40 10:00 10:20

振
動
累
積
時
間
（

s）

電
圧
デ
ジ
タ
ル
信
号

時刻（h：min）

電圧信号(CH2)
振動時間(CH2)

0

100

200

300

400

0

200

400

600

800

9:00 9:20 9:40 10:00 10:20

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

電圧信号(CH3)
振動時間(CH3)

0

100

200

300

400

0

200

400

600

800

9:00 9:20 9:40 10:00 10:20
振
動
累
積
時
間
（

s）

電
圧
デ
ジ
タ
ル
信
号

時刻（h：min）

電圧信号(CH4)
振動時間(CH4)

0

100

200

300

400

0

200

400

600

800

9:00 9:20 9:40 10:00 10:20

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

電圧信号(CH5)
振動時間(CH5)

0

100

200

300

400

0

200

400

600

800

9:00 9:20 9:40 10:00 10:20

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

電圧信号(CH6)
振動時間(CH6)



93 
 

 
(g) CH7 

 

 
(h) CH8 

 

 
(i) CH9 

 

 
(j) CH10 

 

 
(k) CH11 

 

図-6.5 各検知部の電圧デジタル信号と振動累積時間の経時変化（CH7～CH11） 
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防水シートと妻型枠の間から取り出し，データレコーダに接続した． 

表-6.2 にコンクリートの計画配合を示す．セメントは普通ポルトランドセメント（密度

3.15 g/cm3），細骨材は陸砂（表乾密度 2.62 g/cm3），粗骨材は砕石（表乾密度 2.62 g/cm3，最

大寸法 25 mm），化学混和剤はポリエーテル系ポリカルボン酸タイプの高性能 AE 減水剤を

用いた．側壁部および肩部の打込み終了後，吹上げ方式により天端部にコンクリートを打ち

込んだ．打込み中は材料分離・充填検知部からの電圧デジタル信号を連続的に測定した． 

 

 
図-6.6 覆工コンクリート天端部縦断図 

 

 
写真-6.3 シート状センサ設置状況 

 

表-6.2 計画配合 
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図-6.7 にシート状センサの全検知部の電圧デジタル信号の経時変化を示す．コンクリー

トが検知部に接触する前は，断線検知用のカーボンの電圧デジタル信号（900～950 程度）

を示しているが，コンクリートに接触後は下降と上昇を繰り返しながら徐々に 400 前後の

値に到達した．これは，吹上げ方式により打ち込まれたコンクリートが天端部背面まで到達

後，棒状バイブレータにより振動が付与されてコンクリートが沈下した状況が繰り返され

ている現象を捉えている．電圧デジタル信号が 800 前後のときは，一度電極にコンクリート

が接触して沈降し，電極にペースト膜が付着している状態と考えられる．また，電圧デジタ

ル信号が 500～700 程度のときは，電極にコンクリートが部分的に接触している状態と考え

られる．電気抵抗は電極面積に反比例する 5)ことから，電極にコンクリートが接触する面積

が増えるほど電圧デジタル信号は低くなり，電極が完全にコンクリートで満たされると 400

前後に到達する．早期に電圧デジタル信号が 400 前後に近づくのは吹上げ口近くの CH1～

CH4 であり，最後に妻側の CH11 が約 400 に到達した段階で打込みを終了とした．なお，カ

ーボンとコンクリートの値が 6.2 節の値と異なるのは，開発初期のシート状センサを使用し

たため仕様が異なることに起因している． 

 
図-6.7 全検知部の電圧デジタル信号の経時変化 

 

図-6.8 と図-6.9 に各検知部における電圧デジタル信号の経時変化を示す．打込み終了時

の電圧デジタル信号は，吹上げ口側（CH1～CH6 平均値 363）より妻側（CH7～CH11 平均

値 385）が約 6 %高くなった．アジテータ車毎にコンクリートを異なる色で着色し天端部の

アジテータ車毎の分布状況を調査した実験例 6) によれば，最後のアジテータ車のコンクリ

ートが吹上げ口側から全長の半分以上まで，最後から 1 台前のアジテータ車のコンクリー

トが妻側に分布していた．最後の 1 台分のコンクリートは人力による棒状バイブレータで

の締固めができないため，粗骨材分布が比較的密でない状態であったため，吹上げ口側の電

圧デジタル信号が小さくなった可能性がある． 
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(a) CH1 

 

 
(b) CH2 

 

 

(c) CH3 

 

 
(d) CH4 

 

 

(e) CH5 

 

(f) CH6 

図-6.8 各検知部の電圧デジタル信号の経時変化（CH1～CH6） 
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(g) CH7 

 

 

(h) CH8 

 

 

(i) CH9 

 

 

(j) CH10 

 

 

(k) CH11 

 

図-6.9 各検知部の電圧デジタル信号の経時変化（CH7～CH11） 
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ていたため，粗骨材分布の変動を捉えるには粗い設定といえる．均質性評価のためには測定

値の記録間隔を短くする必要がある．また，鉄筋の影響は認められなかった． 

覆工コンクリート天端部においては，コンクリートの流動の様子が捉えられた．吹上げ口

近傍では管理圧力として，例えば 70～90kPa6)～8) 程度を設定することもあり，断線等の損傷

を受けないことがセンサに求められるが，全ての検知部で電圧デジタル信号を継続的に出

力できた．測定値の記録については壁状鉄筋コンクリート構造物と同様に密な記録が求め

られる． 
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7 建設現場における品質モニタリングシステム 

7.1 品質モニタリング手法 
5 章では建設現場においてモニタリングに適したセンサを考案し，室内試験で LCR メー

タを用いて測定したインピーダンスとセンサを用いて測定した電圧デジタル信号が整合す

ることを確認した．6 章では壁状鉄筋コンクリート構造物と覆工コンクリート天端部にシー

ト状センサ 1)～4) を適用し，打込み時にリアルタイムの均質性評価が実現可能であることを

示した．これらの結果を受けて，7 章では 5 章で開発したセンサを用いてあらかじめレディ

ーミクストコンクリート工場で配合と電圧デジタル信号の関係を把握するとともに，打込

み当日には荷卸し場所と圧送ホース吐出口において電圧デジタル信号を測定し，打込み場

所における品質モニタリングまでの一連の均質性評価を実施した．図-7.1 に建設現場にお

ける品質モニタリングのフローを示す． 

レディーミクストコンクリート工場では，建設現場で使用予定のコンクリート配合を標

準に材料分離を想定して粗骨材を増減させた計 5 配合の電圧デジタル信号をあらかじめ測

定し，ペースト体積と電圧デジタル信号の関係を把握しておく．打込み当日は荷卸し場所と

圧送ホース吐出口で電圧デジタル信号を測定し，レディーミクストコンクリート工場で事

前測定した値と大きな差異がない（材料分離がない）ことを確認する．なお，圧送ホース吐

出口での測定は長距離圧送の場合に限って行うこととする．これらの電圧デジタル信号測

定に用いる試験容器は，図-7.2 と写真 7.1 に示すとおり建設現場で材料の入手と製作が容易

な木製型枠（厚さ 12 mm）を使用し，持ち運びが容易な幅 200 mm×200 mm，高さ 200 mm

の内空寸法とした．最後に，打込み場所の型枠等に設置したセンサで打込み時の電圧デジタ

ル信号をリアルタイムに連続測定し，打込み開始時の初期値からの変化で材料分離の兆候

を監視する． 

 

 
図-7.1 建設現場における品質モニタリングのフロー 

レディーミクストコンクリート 
工場における 5 配合の測定 

同じ試験容器で測定し相対評価 

（内空寸法：200×200×200mm） 

打込み開始時の初期値からの変

化で評価 

※長距離圧送の場合 

荷卸し場所における測定 

圧送ホース吐出口における測定※ 

打込み場所におけるモニタリング 

事前測定 

打込み当

日の測定 
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図-7.2 木製試験容器側面図 
 

写真-7.1 測定状況 

 

7.2 建設現場の概要 
図-7.3～図-7.7 に考案した品質モニタリングを適用した函渠の構造を示す．函渠は 6.7%

の縦断勾配が設定されている．同日に 1 台のコンクリートポンプ車で打ち込む両側の側壁

を対象に，側壁①に点電極センサ，側壁②にシート状センサを適用した．点電極センサは打

継目から 1,000 mm 上方に計 2 箇所設置した．シート状センサは打継目から 600 mm の高さ

に縦断勾配に沿って長さ 5 m の範囲に材料分離・充填検知部と締固め検知部をそれぞれ 5 箇

所ずつ配置した．なお，レディーミクストコンクリート工場から建設現場までのコンクリー

トの運搬時間はおおよそ 15～20 分である． 

 

 
図-7.3 平面図（B-B 断面） 
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図-7.4 側面図（A-A 断面） 

 

 
図-7.5 断面図（C-C 断面） 
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図-7.6 側壁①点電極センサ設置側面図（D-D 断面） 
 

 

図-7.7 側壁②シート状センサ設置側面図（E-E 断面） 
 

7.3 実施工シミュレーション 
7.3.1 ペースト体積と電圧デジタル信号の関係の事前把握 
表-7.1 に計画配合と体積構成比を示す．セメントは高炉セメント B 種（密度 3.04 g/cm3），

細骨材は砕砂（表乾密度 2.66 g/cm3）と山砂（表乾密度 2.57 g/cm3），粗骨材は砕石（表乾密

度 2.66 g/cm3，最大寸法 20 mm），化学混和剤はリグニンスルホン酸化合物とポリカルボン

酸エーテルの複合体の AE 減水剤を用いた．建設現場に適用予定の C9-3 を標準配合とし，

単位粗骨材体積を±25，±50 %とした配合を加え，計 5 配合とした． 

図-7.8 にパッチ型センサによる電圧デジタル信号の測定結果，図-7.9 に点電極センサに

よる電圧デジタル信号の測定結果を示す．を示す．双方ともにペースト体積とインピーダン

スを両軸対数としたとき右肩下がりの直線関係が得られた．ペースト体積が小さくなるに

したがい電圧デジタル信号の伸びが大きいことから，粗骨材が集中する様子を捉えるのは

容易と考えられる． 

図-7.10 に参考として LCR メータによるインピーダンスの測定結果を示す．3 章の LCR

メータによる測定と同様に棒状電極（φ3.0 mm，SUS304）とプラスティック製容器（幅 145 

mm×215 mm，高さ 160 mm）を使用した．これは過去のデータとの整合性を確認するため

に測定したものである．結果として，3 章で明らかにしたペースト体積とインピーダンスの

関係と同様に，両軸対数としたとき右肩下がりの直線的な関係が得られた． 
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表-7.1 計画配合と体積構成比 

 
 

 
図-7.8 ペースト体積と電圧デジタル信号の関係（パッチ型センサ） 

 

 
図-7.9 ペースト体積と電圧デジタル信号の関係（点電極センサ） 
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図-7.10 ペースト体積とインピーダンスの関係（LCR メータ） 

 

7.3.2 運搬後の材料分離程度の評価 
写真-7.2 に荷卸し場所，写真-7.3 に電圧デジタル信号の測定状況を示す．測定対象のコン

クリート配合は表-7.1 の C9-3 である．図-7.11 にパッチ型センサと点電極センサを用いて

測定した運搬後の電圧デジタル信号の変化を示す．荷卸し場所および吐出口のいずれも試

験数を 3 としたときの平均値である．パッチ型センサおよび点電極センサの双方であらか

じめレディーミクストコンクリート工場において測定した結果と大きな差異は認められな

かった．運搬時間が 15～20 分と比較的短く，配管圧送がないことが要因と考えられる．こ

の比較結果から，粗骨材分布は計画配合と同等であり，均質性は損なわれていないと推察し

た． 

 

 

写真-7.2 荷卸し場所 

 

写真-7.3 電圧デジタル信号測定状況 
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図-7.11 運搬後の電圧デジタル信号の変化 
 

7.3.3 打込み時における材料分離兆候の監視 
(1) 点電極センサによる品質モニタリング 
写真-7.4 に点電極センサの形態，写真-7.5 に点電極センサの設置状況を示す．設置方法は

木製型枠にφ35 mm の孔を開けて，4 箇所を木ねじで止めるだけであり，シート状センサに

比べて容易であった． 

 

写真-7.4 点電極センサの形態 

 

写真-7.5 点電極センサの設置状況 
 

図-7.12 と図-7.13 に側壁①に設置した点電極センサによる電圧デジタル信号の測定結果

を示す．点電極センサには今後締固め振動を検知するセンサの装備を検討しているが，建設

現場適用時は装備しなかったため，近傍にシート状センサを設置して締固め振動を測定し

た． 
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図-7.12 の側壁①（CH1）では，電圧デジタル信号が急激に低下したコンクリート投入時

から振動累積時間が右肩上がりとなった締固め中の時間帯に，電圧デジタル信号が 200～

400 程度の範囲で大きく上下した．これは締固め振動によって粗骨材分布が大きく変動した

ことを示していると考えられる．その後は電圧デジタル信号が 200 弱で落ち着いた．この値

はレディーミクストコンクリート工場や荷卸し場所等で測定したときの値に近い．点電極

センサは電極面積が小さいため，試験容器の内空寸法（幅 200×200 mm，高さ 200 mm）以

下の範囲に電流線が分布していると推察される．その後，新たにコンクリートが投入された

ときの締固めにより若干の電圧デジタル信号の低下が見られ，最終的には 150 程度まで低

下した．これは振動付与による粗骨材の沈降が生じていることを表していると考えられる． 

図-7.13 の側壁①（CH5）では，電圧デジタル信号が急激に低下したコンクリート投入時

から振動累積時間が右肩上がりとなった締固め中の時間帯に，電圧デジタル信号が 200 前

後で上下した後 400 弱で落ち着き，その後，新たにコンクリートが投入されたときの締固め

により若干の電圧デジタル信号の低下が見られ，最終的に 340 程度となった．電圧デジタル

信号が落ち着いた後の振動付与による低下傾向は CH1 と同様だが，レディーミクストコン

クリート工場等での値に比べて 150 程度大きな値となったのは粗骨材が比較的多く集まっ

ていたことを示していると推察される．ただし，コンクリートとしては良好な範囲であると

考えられる． 

 

 
図-7.12 電圧デジタル信号と振動累積時間の経時変化（側壁①，CH1） 
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図-7.13 電圧デジタル信号と振動累積時間の経時変化（側壁①，CH5） 

 

(2) シート状センサによる品質モニタリング 
写真-7.6 にシート状センサの設置状況，写真-7.7 にシート状センサのコネクタ側の取出

し方法を示す．木製型枠を 1 枚ずつ建て込むのと同時にシート状センサを木製型枠に貼り

付け，コネクタ側は既設コンクリートとの型枠のラップ部から取り出す方法とした． 

 

 

写真-7.6 シート状センサの設置状況 
 

写真-7.7 シート状センサの取出し方法 
 

図-7.14 に側壁②におけるシート状センサの各検知部の電圧デジタル信号と振動累積時間

の経時変化を示す．全ての検知部でコンクリートが接触すると電圧デジタル信号が 200 程

度となり，最初に振動累積時間が右肩上がりになる締固めの時間において上下に変動した．

これは締固め振動により粗骨材分布が変動したことを表していると考えられる．事前のレ

ディーミクストコンクリート工場や荷卸し場所等での測定値（300 程度）より 100 程度小さ

く，これは測定範囲が拡大したことで電流線が試験容器の内空寸法（幅 200×200 mm，高さ

200 mm）よりも広い範囲に電流線が分布したことが原因と考えられる．その後，2 回目以降

の締固めによって電圧デジタル信号が徐々に低下した．粗骨材の沈降によりペースト体積
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が増加したと考えられる．シート状センサの設置高さが打込みの 1 層の高さ（40～50 cm 以

下が標準）の上方であったことも粗骨材が沈降しやすい条件であったといえる．ただし，こ

の電圧デジタル信号の低下幅はわずかであり品質には問題ないレベルと考えられる． 

 

 
(a) CH1 

 

 
(b) CH2 

 

 
(c) CH3 

 

 
(d) CH4 

 

 
(e) CH5 

 

 

図-7.14 各検知部の電圧デジタル信号と振動累積時間の経時変化（側壁②） 

  

0

200

400

600

800

0

200

400

600

800

9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

充填（CH1）
締固め（CH1）

0

200

400

600

800

0

200

400

600

800

9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

充填（CH2）
締固め（CH2）

0

200

400

600

800

0

200

400

600

800

9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

充填（CH3）
締固め（CH3）

0

200

400

600

800

0

200

400

600

800

9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30

振
動
累
積
時
間
（

s）

電
圧
デ
ジ
タ
ル
信
号

時刻（h：min）

充填（CH4）
締固め（CH4）

0

200

400

600

800

0

200

400

600

800

9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30

振
動

累
積

時
間

（
s）

電
圧

デ
ジ

タ
ル

信
号

時刻（h：min）

充填（CH5）
締固め（CH5）



109 
 

7.4 検証結果 
パッチ型センサと点電極センサを用いた事前のレディーミクストコンクリート工場での

測定と打込み当日の運搬後の測定の比較において，大きな変化は認められず運搬による材

料分離が生じなかったと考えられる． 

点電極センサを用いた打込み時の連続測定では，締固めによる粗骨材のわずかな集中ま

たは沈降を捉えていたと考えられる．シート状センサを用いた打込み時の連続測定では，設

置高さが打込みの 1 層の高さの上方であったことから，締固めによる若干の粗骨材の沈降

を捉えていたと考えられる．双方のセンサは電極面積やプログラムの影響で鋭敏さが異な

るが，粗骨材分布の変化を捉えられていると考えられる．今後は電極面積またはプログラム

の調整を行い，同程度の鋭敏さに設定する予定である． 

実構造物の施工においては，各種規準書に基づく施工管理や過去の品質不具合から得た

教訓等により基本的には適切な品質管理が行われている．本研究で考案した品質モニタリ

ングシステムを適用した建設現場においても適切な品質管理が実施されており，品質モニ

タリング結果に構造物の品質を低下させる程度の材料分離が生じていることを示す変化は

認められなかった．しかし，建設業界では豆板等の品質不具合は頻度が低いながらも未だ発

生し続けており，打込み時の横移動や締固めの過不足により目視できない内部の不均質が

発生している可能性がある．これらの材料分離に関連する品質不具合は定性的に定義され

るものであり，とくに不可視である内部の不均質さがコンクリート構造物の耐久性に及ぼ

す影響は明らかにされていない．したがって，現段階で材料分離を定量的に評価することは

困難である．一方で，本研究で考案した品質モニタリングシステムは，これまで不可視であ

ったフレッシュコンクリート内部の骨材分布変化を電圧デジタル信号の変化としてリアル

タイムに可視化している．熟練工の経験に頼る部分が大きかったコンクリートの打込み作

業に本研究で考案した新たな品質管理手法を加えることで，より適切な施工管理を実現で

きると考える． 
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8 結論 

8.1 結論 
近年の i-Construction に代表される生産性向上への機運の高まりを受けて，従来よりも流

動性の高いコンクリートの使用が進み，充填性や生産性が向上するものと期待されている．

一方で，製造時に材料分離抵抗性を得るための検討を適切に行わないと運搬や打込み等の

作業中に材料分離が懸念される．鉄筋コンクリート構造物においては，コンクリート投入時

の鉄筋との衝突による材料分離，過密な鉄筋配置に起因する空洞や豆板，および横移動によ

る材料分離の発生が懸念されている．また，覆工コンクリート天端部においては，検査窓と

妻型枠を閉じた後の不可視部となる範囲に約 10 m の流動を伴う打込みという特殊な条件の

ため，材料分離，空洞，ブリーディング水の巻込みに起因した脆弱部，締固め不足によるコ

ールドジョイント等の発生が懸念されている． 

このような背景のもと，材料分離，充填，締固めを評価する品質モニタリング方法を検討

した．結論として，交流電源を用いたインピーダンス測定から得られる変化から，粗骨材の

分布状況を推定できること，コンクリートの充填をブリーディング水と識別して検知でき

ることを示した．また，締固め時にコンクリート中を伝播する振動をもとに変換した電圧に

より締固め程度を推定できることを示した．これらの方法を建設現場における施工時のモ

ニタリングに適用することで，従来目視確認できなかった品質が電気的特性により可視化

される．以下に，本研究の結論として各章で実施した検討内容と得られた知見を整理する． 

2 章では，フレッシュコンクリートのモニタリングセンサに関する既往の研究を調査した．

その結果，電気抵抗センサに粗骨材の分布状況を推定できる可能性が示唆されていた．コン

クリートとブリーディング水の識別は電気抵抗センサ，電圧印可センサ，および振動センサ

が可能であった．バイブレータを加振したときのコンクリート中を伝播する振動を捉える

のは振動センサのみ可能であった．したがって，電気抵抗センサと振動センサに関する知見

を参考に検討を進める必要があると考えた．ただし，電気抵抗センサとして，直流電源を用

いた電気抵抗を利用する方法と交流電源を利用するインピーダンスがある．本研究ではフ

レッシュコンクリートを測定対象とするため，イオン伝導体の電気伝導率測定に広く普及

した交流電源を用いたインピーダンスによる評価が適切と考えた． 

また，均質なコンクリートであることを前提にしたときの材料・配合が及ぼす電気的特性

への影響，締固め等によって粗骨材分布が変化し不均質なコンクリートとなったときの電

気的特性の変化，温度や経過時間が及ぼす電気的特性への影響，および電極条件が電気的特

性の測定結果へ及ぼす影響を調査した．均質なコンクリートの電気的特性（材料・配合の影

響）がセメントの違いによって変化することは既知であり，ペースト体積と単位粗骨材量が

比較的影響度の大きい影響因子と考えられた．不均質なコンクリートの電気的特性（締固め

の影響）の変化は，粗骨材の沈降が大きく影響し電気的特性によりその変化を追跡できる可

能性がある．コンクリートの電気的特性は，温度と経過時間で変化し配合等によっても異な

るため，補正に関する検討が必要であると考えられた．電極条件として，建設現場でのモニ
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タリングには極力小さい電極形状が好ましく，2 端子法は分極影響を受けるが簡易的で適用

しやすい．また，電極配置とかぶりによっては鉄筋の影響を受ける可能性があるため，電流

線を意識した電極幅と設置が必要と考えられた． 

3 章では，インピーダンスに及ぼす影響因子のうち，配合に関する影響因子の影響度を調

査・分析した．インピーダンスと位相角の周波数特性から，測定条件として 10 kHz が好ま

しいと考えた．次に，ペーストのインピーダンス測定結果より，電流が流れる液相は水（単

位水量）よりペースト（ペースト体積）とするのが適切と考えた．さらに，ペーストに骨材

を混和した様々な配合のインピーダンス測定結果より，コンクリートのインピーダンスは

ペースト体積の変化に最も影響を受けることを明らかにした．また，コンクリートのインピ

ーダンスは細骨材率または骨材表面積の影響も受けるが，その影響度はペースト体積に比

べて小さいことも明らかにした．細骨材率または骨材表面積がインピーダンスに影響を及

ぼす要因として，骨材表面に拘束されたペースト膜が影響を及ぼしている可能性があると

考えられた．最終的に，ペースト体積から骨材表面に拘束されたペースト膜の体積を差し引

いた有効ペースト体積を用いれば，細骨材または骨材表面積に起因したわずかなインピー

ダンス変化も反映できる可能性があると結論付けた． 

4 章では，建設現場に電極を用いたセンサを適用するにあたって，センサ設置の容易さ，

型枠取外し後の美観，鉄筋の影響等を考慮して可能な限り小さいセンサを要件として，電極

間隔，電極面積，および電極間隔と電極面積の関係について検討した．その結果，1 対の電

極の間隔を 30 mm 以下，面積を 500 mm2 以下としたとき，材料分離，とくに粗骨材の集中

を評価できる可能性が高いとの結論を得た．また，電極面積が 5 mm2 と極端に小さい点電

極であっても粗骨材分布の変化を捉えられる可能性があることも明らかとなった． 

5 章では，建設現場に骨材の分布状況等の評価を目的とした均質性評価方法を適用するに

あたり，実際に生じている材料分離は骨材の粒度分布も変化している可能性が高いため粒

度分布に依存しないペースト体積とインピーダンスの関係を利用する方法にシフトした．

建設現場でのモニタリングに適したセンサ仕様を設定し，プロトタイプを試作した．そのプ

ロトタイプを用いた性能確認試験，振動試験，温度と経過時間に関する試験を経て，適用部

位に応じてパッチ型センサ，シート状センサ，点電極センサを開発した．最後に，コンクリ

ート構造物の部位毎に開発した 3 種類のセンサの適用推奨部位を示した． 

6 章では，開発したシート状センサを壁状鉄筋コンクリート構造物と覆工コンクリート天

端部の打込み時に適用し，実構造物においておおむね材料分離，充填，締固めを評価できる

ことを確認した．そして材料分離を評価するための改良点を明らかにした． 

7 章では，3 章での室内試験で解明したインピーダンスの変化に及ぼす影響因子とその影

響度，4 章で設定した電極間隔と面積をもとに 5 章で開発した各種センサ，それを用いた均

質性評価方法を統合し，建設現場における品質モニタリング手法を示した．そして建設現場

での実施工シミュレーションとして，開発したセンサを用いてあらかじめ実施するレディ

ーミクストコンクリート工場における電圧デジタル信号の測定，打込み当日に実施する荷

卸し場所と圧送ホース吐出口における測定，打込み場所における連続測定から成る均質性
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評価を実施した．結論として，これまで不可視であったフレッシュコンクリート内部の骨材

分布変化を電圧デジタル信号の変化としてリアルタイムに可視化できた．一方で，材料分離

に関連する品質不具合は定性的に定義されるものであり，とくに不可視である内部の不均

質さがコンクリート構造物の耐久性に及ぼす影響は明らかにされていないため，現段階で

材料分離を定量的に評価することは困難である．本研究の成果は，熟練工の経験に頼る部分

が大きかったコンクリートの打込み作業に新たな品質管理手法を加え，より適切な施工管

理を実現したことにある．本研究が今まで強く関心を持たれてこなかったフレッシュコン

クリート内部の均質性に着目する機会を創出し，建設現場における施工管理に一石を投じ

たと信じたい．そして，この品質モニタリングシステムが品質不具合を未然に防ぐ抑止力と

して強く作用し，コンクリート構造物の長期耐久性向上に寄与することを期待する． 

 

8.2 今後の展開 
本研究で考案した品質モニタリングシステムにより，施工時のコンクリートの均質性評

価の実現可能性が高まった．しかし，本研究で用いたコンクリート材料は限られた範囲のも

のであり，全国のレディーミクストコンクリート工場で製造されるコンクリートに適用す

るには，7 章で示した建設現場における品質モニタリングのフローに基づき，あらかじめ工

場や配合毎にペースト体積と電圧デジタル信号の関係を求める必要がある．今のところ，こ

の品質モニタリング方法は容易とはいえないが，この考え方を反映した同様の研究が進み，

多くのデータが集まれば，より合理的な方法に転換できる可能性がある． 

また，本研究では鉄筋コンクリート構造物と覆工コンクリート天端部の施工時の品質モ

ニタリングを想定してパッチ型センサ，シート状センサ，点電極センサのセンサ形態を設計

した．形態は異なるが，センサに取り入れているシステムは同様である．適用範囲はフレッ

シュコンクリート全般に広がっている．今後は中流動コンクリートや高流動コンクリート

等への適用性についても確認していきたい．また，長距離圧送や落下高さのある配管圧送等

では材料分離による管内閉塞が常に懸念されており，圧送管内を流れるコンクリートのリ

アルタイムの均質性評価へのニーズは潜在的に大きいと推察する．今後，圧送管内の粗骨材

分布の評価にも取り組んでいきたい． 
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付録 

本研究（3 章～5 章）で使用した骨材について，付録図-1 に細骨材の粒度分布，付録図-2

に粗骨材の粒度分布を示す． 

 

 
付録図-1 細骨材の粒度分布 

 

 
付録図-2 粗骨材の粒度分布 
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本研究（3 章～5 章）で使用したコンクリート（C1 シリーズ）について，付録図-3 に LCR

メータを用いて測定したインピーダンスのペースト体積と変動係数の関係，付録図-4 にパ

ッチ型センサを用いて測定した電圧デジタル信号のペースト体積と変動係数の関係を示す． 

 

 

付録図-3 インピーダンスのペースト体積と変動係数の関係 

 

 
付録図-3 電圧デジタル信号のペースト体積と変動係数の関係 
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本研究（7 章）で使用したコンクリート（C9 シリーズ）について，付録写真-1 にスラン

プ試験状況を示す． 

 

 
(a) C9-1 

 

 
(b) C9-2 

 

 
(c) C9-3 

 

 
(d) C9-4 

 

 
(e) C9-5 

 

付録写真-1 C9 シリーズのスランプ試験状況 
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